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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 平成14年12月５日付で株式分割（普通株式１株を２株に分割）を実施しております。なお、１株当たり当期

純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高（百万円） 135,746 142,730 156,694 164,304 166,423 

経常利益（百万円） 4,520 9,456 11,101 9,650 8,414 

当期純利益（百万円） 4,060 5,304 6,241 6,219 5,749 

純資産額（百万円） 18,572 22,233 28,476 30,261 34,697 

総資産額（百万円） 77,791 74,069 81,731 79,483 83,863 

１株当たり純資産額（円） 684.00 413.55 534.08 576.24 660.31 

１株当たり当期純利益（円） 155.42 94.93 113.76 116.29 108.12 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
141.97 90.54 112.79 114.87 107.55 

自己資本比率（％） 23.9 30.0 34.8 38.1 41.4 

自己資本利益率（％） 25.2 26.0 24.6 21.2 17.7 

株価収益率（倍） 2.6 11.1 13.5 11.7 17.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,661 11,493 4,292 3,438 381 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
5,696 △310 △2,584 2,882 △1,022 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△13,718 △12,467 △965 △7,793 △709 

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円） 
10,346 9,094 9,784 8,296 6,426 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

1,026 

(2,830) 

1,132 

(3,605) 

1,319 

(3,414) 

1,277 

(3,373) 

1,288 

(3,339) 



(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 第32期の１株当たり配当額10円には、特別配当金５円を含んでおります。 

３ 第34期の１株当たり配当額20円には、上場記念配当金５円を含んでおります。  

４ 平成14年12月５日付で株式分割（普通株式１株を２株に分割）を実施しております。なお、１株当たり当期

純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高（百万円） 126,051 128,862 136,926 151,254 162,917 

経常利益（百万円） 4,317 8,647 10,174 8,626 6,737 

当期純利益（百万円） 4,115 4,755 5,810 5,277 4,014 

資本金（百万円） 7,665 7,665 7,665 7,665 7,665 

発行済株式総数（千株） 27,153 54,306 54,306 54,306 54,306 

純資産額（百万円） 19,440 22,606 28,517 29,747 32,713 

総資産額（百万円） 78,754 73,291 81,034 77,685 79,620 

１株当たり純資産額（円） 715.95 420.92 535.08 566.70 622.71 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額） 

（円） 

10.00 

(─) 

11.25 

(3.75) 

20.00 

(7.50) 

25.00 

(12.50) 

25.00 

(12.50) 

１株当たり当期純利益（円） 157.53 85.12 105.87 98.71 75.19 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
143.80 81.31 104.96 97.51 74.79 

自己資本比率（％） 24.7 30.8 35.2 38.3 41.1 

自己資本利益率（％） 24.2 22.6 22.7 18.1 12.9 

株価収益率（倍） 2.6 12.3 14.5 13.7 25.8 

配当性向（％） 6.3 12.6 18.9 25.3 33.2 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

817 

(2,232) 

840 

(2,885) 

838 

(2,613) 

929 

(2,420) 

1,162 

(2,845) 



２【沿革】 

昭和45年４月 株式会社日本捺染の商事部を分離し、株式会社日本染芸を資本金200万円で設立。本社及び秋田営

業所でカタログによる呉服の販売を開始。 

昭和48年10月 48営業所の設置を完了し、カタログによる販売エリアを全国に拡大。 

昭和49年10月 本社及び配送センター竣工（京都市南区）。 

昭和49年12月 商号を株式会社ニッセンに変更。 

昭和50年７月 総合カタログを発刊し、衣料品・家庭用品等の販売を開始。 

昭和55年７月 新本社竣工（京都市南区）。旧本社を通販本部及び配送センターとする。 

昭和55年12月 株式会社日本捺染の資産・負債を継承するため同社を吸収合併。同日付で同社の事業を継続するた

め、あらたに100％出資子会社の株式会社日本捺染を設立。 

又、当社では事業部制を導入。カタログによる販売部門を通販事業部として48カタログセンター

に、現物による販売部門を現販事業部として67現販店に分離して運営。 

昭和57年６月 通販事業部でクレジット業務を開始。 

昭和62年10月 京都府向日市に大型倉庫を竣工し、物流システムを拡充。 

昭和63年10月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場。 

平成元年８月 香港に物品の輸出入業を目的とする100％出資子会社、スパーク・エース・リミテッド（現・連結

子会社）を設立。 

平成５年６月 現販事業部をユービスト事業部と名称変更。 

平成５年８月 福井ロジスティクスセンター（福井県あわら市。通称、ＮＬＣという）を竣工し、物流システムを

拡充。 

平成６年11月 香港に現地生産商品の検品を目的とする子会社、アドバンス・プログレス・リミテッド（現・連結

子会社であり、スパーク・エース・リミテッドの64.7％出資子会社）を設立。 

平成７年９月 三重大型商品配送センター（三重県いなべ市。通称、ＬＤＣという）を竣工し、物流システムを拡

充。 

平成７年12月 中国広東省東莞市に現地生産商品の検品を目的とする子会社、東莞日泉品質検測有限公司（アドバ

ンス・プログレス・リミテッドの100％出資子会社）を設立。 

平成９年１月 インフォメーションセンター竣工（京都市南区）。 

平成10年12月 ユービスト事業部を現販事業統括本部と名称を変更し、その下にユービスト事業部、シェイプファ

ンデ事業部、優美苑事業企画部を組織。 

平成12年10月 当社とＧＥキャピタル（所在地：米国コネチカット州）が50％ずつの出資比率でニッセン・ジー・

イー・クレジット株式会社（現・関連会社）を設立し、当社のクレジットサービス部門を営業譲

渡。 

平成13年12月 シェイプファンデ事業部を分社化し、100％出資子会社、株式会社ニッセンシェイプファンデ

（現・連結子会社）を設立。 

平成14年12月 大阪証券取引所市場第一部に株式上場。 

平成15年７月 東京証券取引所市場第一部に株式上場。 

平成15年10月 中国上海市に提携先企業への商品の供給を目的とする100％出資子会社、日泉国際貿易（上海）有

限公司を設立。 

平成16年５月 中国天津市に現地生産商品の検品を目的とする100％出資子会社、天津日泉国際貿易有限公司を設

立。 

平成16年５月 社内外の経営資源を融合し、新規事業の開発を加速することを目的とした、ニッセン・ベンチャー

ファンド（ＮＶＦ）を設立。  

平成16年６月 物流機能を分社化し、100％出資子会社、株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス（現・連

結子会社）に移転。  

 平成16年７月  中国上海市に現地生産商品の検品を目的とする100％出資子会社、上海日染服飾検整有限公司を設

立。 

平成17年４月 現物販売事業の再構築のため、株式会社ニッセン彩美苑、株式会社ニッセン華翔苑、株式会社ニッ

セン京美苑、株式会社ニッセン優輪苑の子会社４社を清算。 

平成17年６月 当社および連結子会社４社、持分法適用関連会社１社において、「プライバシーマーク」を取得。

平成17年７月 インターネットサイトを通じ、マーケティングプロモーション事業を行う株式会社ＡＬＢＥＲＴ

（アルベルト）に出資。（当社出資比率80.1％） 

平成17年８月 海外在住者向けオンラインショップを運営する株式会社ナビバードへ出資し、当社商品の供給を  

開始。（当社出資比率63.1％） 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は当社、当社子会社13社および関連会社１社で構成され、通販事業、

現販事業およびその他の事業を行っております。 

 事業の内容と当社および関係会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の２部門は、「第５［経理の状況］ １［連結財務諸表等］ (1）［連結財務諸表］ 注記事項」に掲げ

る事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

通販事業 

 当部門においては、カタログ等を媒体として主に衣料品・生活関連用品の通信販売事業、保険代理店事業および消

費者金融事業を行っております。 

（主な関係会社） 

 株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス、スパーク・エース・リミテッド、ニッセン・ジー・イー・クレ

ジット株式会社 

現販事業 

 当部門においては、営業所を基盤とした展示会等による宝石、呉服等の販売事業、代理店を通しての補整下着等の

販売事業および貸衣裳事業を行っております。 

（主な関係会社） 

 株式会社ニッセンエヴァーズ大分、株式会社ニッセンシェイプファンデ、株式会社ニッセンユービスト友の会 

 なお、前連結会計年度まで連結子会社でありました株式会社ニッセン彩美苑、株式会社ニッセン華翔苑、株式会

社ニッセン京美苑、株式会社ニッセン優輪苑は、平成16年12月21日付で解散し当社が営業を継承しており、いずれ

も清算結了しております。 

 事業系統図は、次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ 議決権の所有割合の（ ）内数は、間接所有割合であります。 

５ 前連結会計年度まで連結子会社でありました株式会社ニッセン彩美苑、株式会社ニッセン華翔苑、株式会社

ニッセン京美苑、株式会社ニッセン優輪苑は、平成16年12月21日付で解散し当社が営業を継承しており、い

ずれも清算結了しております。 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
（百万円） 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

株式会社ニッセン・ロジ

スティクス・サービス

（注）２ 

京都市

南区 
980 通販事業 100 

当社商品の出荷・保管・検品業務・資

金援助 

役員の兼任６名 

スパーク・エース・リミ

テッド 
香港 

48 

（2,500千 

香港ドル）

通販事業 100 

香港及びその近隣諸国の商品を当社に

輸出供給 

役員の兼任３名 

アドバンス・プログレ

ス・リミテッド 
香港 

23 

（1,700千 

香港ドル）

通販事業 
82.35 

(82.35) 

当社が輸入する商品の検品業務 

役員の兼任３名 

株式会社ニッセン 

エヴァーズ大分 

大分県

大分市 
10 現販事業 100 

当社供給商品の貸付・資金援助 

役員の兼任２名 

株式会社ニッセン 

シェイプファンデ 

京都市

中京区 
50 現販事業 100 

体型補整下着等の販売 

役員の兼任２名 

株式会社ニッセン 

ユービスト友の会 

京都市

南区 
20 現販事業 100 割賦販売法に基づく前払式特定取引業 

（持分法適用関連会社）      

ニッセン・ジー・イー・

クレジット株式会社 

京都市

下京区 
4,050 通販事業 50 

当社顧客への消費者金融業務 

役員の兼任２名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の( )外書はホーム社員(女性販売員)679人と臨時従業員の年間平均雇用人員(１人当たり１日８

時間換算)2,660人の合計数であります。 

３ 臨時従業員はパートタイマー、契約社員であります。 

４ 全社(共通)は、本社管理部門の従業員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は当社から他社への出向社員を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の( )外書はホーム社員(女性販売員)679人と臨時従業員の年間平均雇用人員(１人当たり１日８

時間換算)2,166人の合計数であります。 

３ 臨時従業員はパートタイマー、契約社員であります。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

５ 従業員数が前事業年度末に対して233名増加しておりますが、主としてグループ内の事業再編、定期採用な

らびに期中採用によるものです。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年12月20日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

通販事業 551（2,212） 

現販事業 675（1,092） 

全社(共通) 62（   35） 

合計 1,288（3,339） 

  平成17年12月20日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円） 

1,162（2,845）  35才９ヶ月 ９年１ヶ月 6,329 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の回復をうけて雇用環境の改善が進んだことから、個人所得に

も下げ止まりの動きが見られ、景気は緩やかながらも回復が続く状況となりました。 

 一方、当社が属する小売業界においては、当第４四半期において気温変動などによる冬物衣料の回復などが見受

けられたものの、個人消費の大幅な回復は依然として見込みにくい状況が続いており、商品・サービスに対する消

費者の選別の眼の鋭さや、業界内における価格競争や品質競争の激しさにより、これまでにも増して厳しい経営環

境が続いております。   

 このような経営環境のもと当社グループでは、中期経営計画 「Nissen Vision 2008」の経営方針に基づき、収

益構造の改革を推進するとともに、お客様の立場に立った商品やサービスの提供をすることにより、全てのステー

クホルダーから“ちょっといいな”と感じていただける企業グループを目指して運営を行ってまいりました。 

 通販事業においては、前年秋号から商品価格の低下に伴い原価率が上昇するとともに、出荷関連費用、カタログ

システム費（広告宣伝費）ならびに販売促進費が増加する状況となりましたが、秋号以降のカタログにおいて価格

政策の見直しを行い、価格バリエーションの充実など販売単価とともに原価率の改善を図ってまいりました。 

 現販事業においては前連結会計年度から引き続いて、新たなる飛躍に向けたビジネスモデル再構築の年度と位置

づけ、大幅な出店拡大は行わず、組織体制の再構築や自社ブランドの導入による商品開発力の強化、次年度におけ

る店舗拡大に向けた人材育成を強化してまいりました。 

 以上の結果、連結・個別とも売上高は前年を上回りましたが、営業利益・経常利益・当期純利益はそれぞれ減少

することとなりました。 

（連結業績） 

 （個別業績） 

売上高 166,423 百万円 （対前年増減率 1.3％増） 

営業利益 7,327 百万円 （対前年増減率 32.0％減） 

経常利益 8,414 百万円 （対前年増減率 12.8％減） 

当期純利益 5,749 百万円 （対前年増減率 7.6％減） 

売上高 162,917 百万円 （対前年増減率 7.7％増） 

営業利益 6,559 百万円 （対前年増減率 37.4％減） 

経常利益 6,737 百万円 （対前年増減率 21.9％減） 

当期純利益 4,014 百万円 （対前年増減率 23.9％減） 



  事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 （通販事業） 

 個人消費が一進一退の状況を続けるなか、小売業界全体での競争は激しい状況が続いております。また、カタロ

グ通販業界においてはインターネット通販およびテレビショッピングの伸びなどにより、一進一退の状況が続いて

おります。 

 そのような中、通販事業においては「35周年ありがとうキャンペーン」として消費税相当額の５％値下げを前 

年秋号カタログから実施し、盛夏号カタログまで継続してまいりましたが、新規顧客の獲得や売上高の増加といっ

た効果の反面、商品価格の低下にともなう原価率の悪化や、一回当たりの注文金額の低下および注文回数の増加に

よりフルフィルメント費用が増加することになったため、秋号カタログ以降のカタログにおいて価格政策の見直し

を行い、価格バリエーションの充実など販売単価とともに原価率の改善を図り、収益構造の変化もみられました

が、新規顧客の拡大により発行冊数が伸びたことに伴い、カタログシステム費は増加いたしました。 

 その結果、売上高は134,461百万円（対前年増減率1.0％増 1,342百万円増加）となりましたが、営業利益は 

7,071百万円（対前年増減率31.0％減 3,179百万円減少）、経常利益は8,362百万円（対前年増減率10.1％減  

937百万円減少）となりました。 

 （現販事業） 

 現販事業においては、事業を取り巻く環境が日々変化しているなか、2005年度の基本方針に基づき、市場・商 

品・売り方など、あらゆる角度からの分析と研究を継続するとともに、ビジネスモデルの再構築の年度と位置づ 

け、大幅な出店拡大は行わず、組織体制の再構築や自社ブランドの導入、次年度における店舗拡大に向けた人材 

育成の強化を行ってまいりました。 

 以上の結果、売上高は31,964百万円（対前年増減率2.5％増 772百万円増加）、営業利益は2,667百万円（対前 

年増減率4.0％減 110百万円減少）、経常利益は2,507百万円（対前年増減率6.9％減 185百万円減少）となりま 

した。 

 所在地別セグメント情報については、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に

占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

 海外売上高については、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比べ1,869百万円減少し、6,426百万円

となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動から得られた資金は381百万円（前年同期比88.9％減）となりました。 

 これは主として、税金等調整前当期純利益8,225百万円、為替予約等評価益△2,364百万円、仕入債務の減少額

2,023百万円、法人税等の支払額3,657百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動に使用した資金は1,022百万円となりました。（前年同期は、2,882百万円の収

入） 

 これは主として、固定資産の取得による支出2,007百万円、投資有価証券の売却による収入1,017百万円によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動に使用した資金は709百万円（前年同期比90.9％減）となりました。 

 これは主として長短借入金の増加653百万円、配当金の支払1,301百万円等によるものであります。 



２【販売及び仕入の状況】 

(1）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメント 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

通販事業 134,459 101.0 

現販事業 31,964 102.5 

合計 166,423 101.3 

事業の種類別セグメント 仕入高（百万円） 前年同期比（％） 

通販事業 66,774 105.7 

現販事業 11,454 103.1 

合計 78,229 105.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループでは、2008年度を最終年度とする新中期経営計画を2005年度より展開しており、この新中期経営計画 

をより高い水準で達成するため、以下の施策による経営の質の向上と堅実な成長を目指して取り組みを進めてまいり

ます。 

(1) データベースを核にしたグループ経営の確立 

 通販事業により構築されたデータベースを最大限に活用し、全ての事業群が成長性と収益性の向上に貢献でき

るビジネスモデルを構築するとともに、データベースの獲得と活用による新たな成長戦略の創出を基盤とする独

自のグループ経営体制を確立してまいります。 

(2) 各事業の損益構造改革による収益性の向上 

 通販事業は、前連結会計年度における価格政策変更の影響から収益性の低下を招く状況となりました。この反

省をふまえて、価格政策の見直しなど事業収益構造の改革を継続して進めるとともに、更なるローコスト・オペ

レーションの追求により市場環境の急激な変化にも耐えうる強固な事業構造の構築を目指してまいります。 

 また、現在の基幹カタログ（コレクティブカタログ）を刷新し、個々のお客様に対する、最適な商品やサービ

スの提案を目的とした“カタログ三分の計”戦略を実施することにより、通販事業における売上拡大および顧客

データベースの拡充に努めてまいります。 

 現販事業は、市場環境の変化に対応するために、市場・商品・売り方など、あらゆる角度からビジネスモデル

を見直すとともに、内部体制や制度の再構築による事業の芯固めを継続して行ってまいります。 

 その他、グループ内で展開しているＢｔｏＢ事業、保険事業、金融事業などの高収益事業群については、当社

の重要経営資源である顧客データベースおよびインフラを活用するとともに、カタログ通販事業およびインター

ネット通販事業の積極拡大に連動して、今後とも順調に成長を進めてまいります。 

(3) ベンチャーファンドを活用した新規事業開発 

 当ファンドは、当社グループが有する社内外の経営資産を活用することによって成長の加速が見込める案件な

どに投資し、ニッセンの経営資産と他社の有望なビジネスモデルとの融合を図ることで、絶えず新しい商品やサ

ービスの開発を実現し、当社グループおよび投資先の企業価値を高めていくことを目標としております。 

 なお、当社の投資先である株式会社ALBERT（アルベルト）では2005年11月に消費者行動分析技術とリコメンデ

ーション技術を活用した商品推奨サイトである「教えて！家電」を開設いたしました。 

(4) グローバル化戦略の推進 

 当社グループでは、海外商品調達におけるサプライ・チェーン・マネジメントを積極的に推進しており、協力

工場とのコミュニケーションを強化することでリードタイムの短縮や商品の品質向上に努めております。また、

ローコスト・マネジメントの一環としてノンコア業務の海外移転を進めており、ローコスト経営による更なる企

業競争力の向上にむけた取り組みを行っております。一方、台湾市場ならびに韓国市場においては、当社のカタ

ログ通販ノウハウの提供を通じた提携先企業のカタログ通販事業の支援を行うとともに、当連結会計年度に子会

社化を図った株式会社ナビバードが運営する海外向けオンラインショップ「jshoppers.com」を通じ、海外在住

者に対する販売拡大に向けた取り組みを行っております。 

(5) ニッセンブランド価値の向上 

 当社グループの総合的な企業価値を向上させ、市場における優位性を確保するためには、ニッセンブランド価

値の向上が必要不可欠であると考えております。当社グループの知名度は、これまでの事業活動や広告宣伝活動

などにより高まりつつあると考えておりますが、ニッセンブランドがより強固なものとなるよう、新たなコーポ

レート・ブランドの発信に向け、当社グループの企業姿勢や理念を反映する行動やプロセス、商品やサービスの

提供に取り組んでいくとともに、全てのステークホルダーから“ちょっといいな”と感じていただけるよう、グ

ループ一丸となって取り組んでまいります。 



(6) 変革リーダーシップの強化 

 当社グループの永続的な発展のためには「人材力」が最も重要であるという認識のもと、今後も変革リーダー

シップを発揮し得る人材の育成を強化してまいります。 

 具体的な取り組みとして、複数の視点による人材評価の仕組みを構築し、次世代幹部候補の発掘、およびリー

ダーシップ・マネジメント・プログラムの実施、抜擢人事の積極的な実施、女性の活躍の場を更に広げるととも

に、社外からの優秀な人材登用を行い、変革リーダーを中心とした組織力の強化によって、経営統合や業界再編

など、当社を取り巻く環境の変化に対し、柔軟な対応を行ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社の事業その他に関する主なリスクには、以下のようなものがあります。当社グループはこれらのリスク発生の

可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努めてまいります。なお、文中の将来に関する事項

は、有価証券報告書提出日（平成18年３月16日）現在入手可能な情報から当社グループが判断・予測したものです。

(1) 気候不順の影響 

 冷夏や長雨、暖冬などの天候不順や異常気象による需要変動は、当社グループの行う通販事業のカタログ商品

売上に影響を及ぼし、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

(2) 外的要因により業務に支障を来すリスク 

 大型地震の発生やそれによる津波、大型台風の上陸やそれによる幹線道路の寸断、テロ等によるシステムや社

会インフラの大規模な障害発生等の外部要因により、当社グループの業務の全部または一部が不全となる場合、

当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

(3) 法的規制 

 当社グループの行う事業は特定商取引に関する法律、消費者契約法、知的財産に関する法律、保険業法、貸金

業規制法、出資法、利息制限法等により法的規制を受けております。そのため、当社グループでは社員教育の徹

底、コンプライアンス体制の整備、販売管理体制の構築等により法的規制を遵守する体制の整備に努めておりま

すが、クレームトラブル等が生じた場合や、これらの法律に違反する行為がなされた場合、また、上記の法律の

改正もしくは解釈の変更、新たな法的規制により、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼす

おそれがあります。 

(4) 公的規制 

 当社グループは、事業展開する国、地域でさまざまな政府規制の適用を受けておりますが、その規制を遵守で

きなかった場合には、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

(5) 生産国の政治情勢および経済状況等の変化 

 当社グループは競争力のある商品の生産とコスト削減のために、通販事業で取り扱う商品の大部分を中国をは

じめとした海外にて生産しております。しかし、海外における政治情勢・経済状況の変化、法令の改正や規制の

変更などにより、事業の遂行に問題が生じる可能性があります。このような場合、当社グループの事業、業績お

よび財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

(6) 為替変動の影響 

 当社グループの行う通販事業の商品輸入の大半が米国ドル建てとなっております。そのため当社グループの想

定を超える大幅な為替変動があった場合には、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそ

れがあります。 

 上記の為替変動リスクを回避するため為替予約契約を行っておりますが、そのうち長期為替予約契約によるも

のは時価評価の対象となり、決算期末日時点における対米ドル為替レート（直物）、日米間の金利差などによる

為替予約等評価損益の変動が当社グループの経常損益に大きな影響を及ぼすおそれがあります。 

(7) カタログ資材の市況変化 

 当社グループの行う通販事業は、カタログを媒体とする通信販売を主軸に商品販売を行っております。カタロ

グ資材調達においては、紙パルプを多用することから、原材料等の市況の上昇が当社グループの事業、業績およ

び財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

(8) 商品発送料について 

 当社グループの行う通販事業は、その事業の特性上、商品の発送が伴います。昨今の原油高騰および排ガス規

制等の環境規制により、運輸事業者のコストが上昇する可能性があり、ひいては委託発送料の値上がりにつなが

り、結果として当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 



(9) システムリスク 

 当社グループが保有するコンピュータシステムにおいて、ウィルスの侵入等によるダウンまたは誤作動、シス

テムの不備、不正使用等が発生することにより、損失を被る可能性があります。当社グループは業務のすべてに

おいてコンピュータを使用しているため、コンピュータに関してトラブルが発生した場合には、復旧等に臨時の

費用が発生し、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

(10) 情報セキュリティについて 

 個人情報保護法が平成17年４月から全面施行され、当社グループも個人情報取扱事業者として個人情報に係る

義務等の遵守を求められております。 

 当社グループでは情報セキュリティポリシーを制定し、安全性および信頼性に万全の対策を講じるとともに、

「プライバシーマーク」を取得するなど個人情報保護に努めておりますが、予測し得ない不正アクセス等によ

り、顧客情報や当社グループの機密情報が漏洩したり、その漏洩した情報が悪用された場合、顧客の経済的・精

神的損害に対する損害賠償等が発生する可能性があります。さらに顧客情報の漏洩等が当社グループの信用低下

や企業イメージの悪化につながることで、当社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそれが

あります。 

(11) 商品の安全性および表示に関して 

  当社グループの行う通販事業は製造物責任法をはじめ、食品衛生法、薬事法、不当景品類及び不当表示防止法

（景品表示法）など各種の法的規制を受けております。 

 当社グループでは、当社グループ独自の品質管理基準に従って各種の商品を企画・生産し、商品管理体制の整

備を進めることで各種の法的規制の遵守に努めておりますが、全ての商品について欠陥が無く、将来にわたって

商品回収や損害賠償等による多額の費用が発生しないという保証はありません。また、異物混入および品質・表

示不良製品の流通などの問題が発生した場合、当社の商品に対する信頼の低下による売上の減少などにより、当

社グループの事業、業績および財政状態に悪影響を及ぼすおそれがあります。 

 なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５［経理の状況］ １

［連結財務諸表等］ （１）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されてい

るとおりであります。  

 当社グループは、税効果会計、貸倒引当金、棚卸資産の評価、投資その他の資産の評価、偶発事象などに関し

て、過去の実績や当該取引の状況に照らして、合理的と考えられる見積りおよび判断を行い、その結果を資産・

負債の帳簿価額および収益・費用の金額に反映して連結財務諸表を作成しておりますが、実際の結果は見積り特

有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。  

(2) 経営成績の分析 

 当連結会計年度の経営成績の概要は「１［業績等の概要］」に記載のとおりであります。 

 なお、「３［対処すべき課題］および ４［事業等のリスク］」をあわせてご参照ください。 

(3) 財政状態の分析 

（注）発行済株式数（連結） 平成17年12月期 52,401,363株 （自己株式控除後） 

 当連結会計年度における総資産額は固定資産および投資有価証券の増加や、現金預金ならびに受取手形及び売

掛金の減少などにより前連結会計年度末と比べ4,380百万円増加し、83,863百万円となりました。  

  総負債額については有利子負債の増加※(１)や、支払手形及び買掛金ならびに未払法人税の減少などにより55

百万円減少し、49,143百万円となりました。 

 株主資本額については当期純利益の計上などによる利益剰余金3,900百万円の増加や、その他有価証券評価差

額金391百万円の増加などにより前連結会計年度末と比べ4,435百万円増加し、34,697百万円となりました。 

当連結会計年度の資産・負債・資本の状況は以下のとおりであります。           単位：百万円

 平成16年12月期 平成17年12月期 増減 

総資産額 79,483 83,863 4,380 

総負債額 49,198 49,143 △55 

株主資本額 30,261 34,697 4,435 

株主資本比率 38.1％ 41.4 ％ 3.3％ 

１株当たり純資産額 576円24銭 660円31銭 84円07銭 

※(１) 有利子負債明細 単位：百万円

  平成16年12月期 平成17年12月期 増減 

短期借入金 ― ― ― 

１年以内返済予定長期借入金 2,046 5,379 3,333 

長期借入金 5,679 3,300 △2,379 

１年以内償還予定社債 ― 500 500 

社債 1,000 500 △500 

  計 8,726 9,679 953 



(4) キャッシュ・フローの分析   

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末と比べ1,869百万円減少し、6,426百万

円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務が減少した一方で、減価償却費等の非資金性取引を除いた営

業利益の減少等により、前連結会計年度末と比べ3,056百万円減少し、381百万円となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出2,007百万円のほか、投資有価証券の売却

による収入1,017百万円などにより、前連結会計年度と比べ3,905百万円減少し、△1,022百万円となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入3,000百万円のほか、長期借入金の返済による支

出2,046百万円のほか、配当金の支払による支出1,301百万円などにより、前連結会計年度と比べ7,084百万円増

加し、△709百万円となりました。 

                                         単位：百万円

 平成16年12月期 平成17年12月期 増減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,438 381 △3,056 

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,882 △1,022 △3,905 

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,793 △709 7,084 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15 8 24 

現金及び現金同等物の増減額 △1,488 △1,341 146 

連結子会社の減少に伴う現金及び現金同等物

の減少額 
― △527 △527 

現金及び現金同等物の期末残高 8,296 6,426 △1,869 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

  当連結会計年度の設備投資は、通販事業において出荷物量と棚数の確保およびサービスレベルの向上を目的とし

た物流インフラ再構築のために行った1,835百万円を中心に、総額で3,183百万円の設備投資を実施しました。事業

のセグメント別の内訳は、通販事業2,838百万円、現販事業208百万円及び全社共通部門137百万円であります。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記のほか、連結会社以外からの主要な賃借設備として下記のものがあります。 

(2）国内子会社 

 （注）１ 上記はすべて株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービスの状況です。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記のほか、連結会社以外からの主要な賃借設備として下記のものがあります。 

 （注）上記は株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービスの状況です。 

(3）在外子会社 

 在外子会社については、主要な設備はありません。 

  平成17年12月20日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別の
セグメントの名
称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器具
及び備品 

土地 
（面積千㎡） 

合計 

本社 

（京都市南区） 

本社間接通販事

業及び現販事業 
管理設備他 184 1 87 

207 

(1.2)
481 135 

インフォメーションセンター 

（京都市南区） 
通販事業 

コンピュータ

センター 
429 ― 695 

201 

(0.7)
1,327 6 

通販棟 

（京都市南区） 
通販事業 管理設備他 389 ―  9 

321 

(4.0)
720 334 

事業所名 
事業の種類別のセグメントの 
名称 

設備の内容 
年間リース料
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

本社他 通販事業 
通販基幹システム 

関連機器 
87 21 

  平成17年12月20日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別の
セグメントの名
称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器具
及び備品 

土地 
（面積千㎡） 

合計 

福井ロジスティクスセンター 

（福井県あわら市） 
通販事業 物流業務 5,748 54 201 

1,433 

(136.4)
7,438 55 

三重大型商品配送センター 

（三重県いなべ市） 
通販事業 物流業務 5,262 176 14 

1,429 

(102.0)
6,882 22 

向日町流通センター 

（京都府向日市） 
通販事業 物流業務 186 0 7 

250 

(3.5)
445 10 

事業所名 
事業の種類別のセグメントの 
名称 

設備の内容 
年間リース料
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 

福井ロジスティクス

センター 
通販事業 物流設備等 887 415 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 平成17年度から平成19年度にかけて連結子会社である株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービスにおいて、

将来的な事業拡大への対応を目的とした物流インフラの再構築を進めており、約70億円の投資計画のうち、平成17

年度から平成19年度にかけて約50億円の投資を実施する予定であります。 

     なお、資金調達につきましては、金融機関からの借入れによっております。 

     また、当連結会計年度末において、新たに確定した重要な設備の新設はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」の欄には、平成18年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使（旧

商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 140,000,000 

計 140,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年12月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月16日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 54,306,332 54,306,332 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

― 

計 54,306,332 54,306,332 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19第１項に基づく新株引受権の状況は次のとおりであります。 

① 平成14年３月15日定時株主総会決議 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 ――― ――― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 35,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 684円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年４月１日 

至 平成19年３月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格         684円 

資本組入額        342円 
同左 

新株予約権の行使の条件  被付与者は、新株予約権の行使

時において、当社または当社の関

係会社の取締役、監査役、執行役

員（当社の取締役会によって選任

され、業務執行の全部または一部

を行う者を含む。）または従業員

であることを要する。ただし、当

社または当社の関係会社の取締

役、監査役、執行役員等が任期満

了により退任した場合および当社

または当社の関係会社の従業員を

定年により退職した場合は、退任

または退職後であっても新株予約

権を行使できる。 

 被付与者は、一度の手続におい

て付与を受けた新株予約権の全部

または一部を行使することができ

る。ただし、被付与者が行使でき

る新株予約権の行使回数は、年間

（１月１日から12月31日まで。以

下同じ。）３回を上限とする。 

 被付与者は、権利行使期間内の

いずれの年においても、新株予約

権の行使によって発行される株式

の発行価額の合計額が、その年に

おいてすでにした当社または他社

の①商法第280条ノ21第１項に規

定する新株予約権、②新株予約権

または③商法等の一部を改正する

等の法律（法律第79号）第１条の

規定による改正前の商法第210条

ノ２第２項第３号に規定する株式

譲渡請求権の行使によって譲渡ま

たは発行される株式の発行価額ま

たは譲渡価額と合計して年間

1,200万円を超えないように、付

与を受けた新株予約権を行使しな

ければならない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡できない。 同左 



 商法第280条ノ20、第280条ノ21及び当社定款第６条に基づく新株予約権の状況は次のとおりであります。 

① 平成15年３月18日定時株主総会決議 

（注） 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式

移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 7,682個 6,817個 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 768,200株 681,700株 

新株予約権の行使時の払込金額 1,090円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年４月１日 

至 平成25年３月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   1,090円 

資本組入額   545円 
同左 

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、新株予約権の

行使時において、当社または当社

の関係会社の取締役、監査役また

は従業員であることを要する。た

だし、当社または当社の関係会社

の取締役もしくは監査役が任期満

了により退任した場合もしくは従

業員が定年により退職した場合に

は、この限りではない。 

新株予約権者の相続人は新株予

約権を行使できる。 

その他の新株予約権の行使の条

件は、取締役会決議により決定す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 



② 平成16年３月18日定時株主総会決議 

（注） 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式

移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 10,850個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,085,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 2,205円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成21年３月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   2,205円 

資本組入額  1,103円 
同左 

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、新株予約権の

行使時において、当社または当社

の関係会社の取締役、監査役もし

くは従業員または当社の顧問の地

位を保有していることを要する。

ただし、当社または当社の関係会

社の取締役もしくは監査役が任期

満了により退任した場合もしくは

従業員が定年により退職した場合

には、この限りではない。 

新株予約権者の相続人は新株予

約権を行使できる。 

その他の新株予約権の行使の条

件は、取締役会決議により決定す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 



③ 平成17年３月16日定時株主総会決議（中期経営計画に連動するもの） 

（注） １．当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または

株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

２．新株予約権者が権利行使についての条件に定める行使の条件を充たさなくなったときは、当社は新株予約

権を無償で消却することができる。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 13,200個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 1,320,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １個あたり153,400円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成22年３月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  1,534円 

資本組入額  767円 
同左 

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、当社第39期ま

たはそれ以前の決算期における確

定した連結損益計算書において、

経常利益が160億円以上となった場

合に限り、かかる確定日以降、新

株予約権を行使できる。 

 新株予約権者は、新株予約権の

行使時において、当社の取締役も

しくは執行役員または当社取締役

会で決定する重要な子会社等の代

表取締役（以下「当社取締役等」

とする）であり、かつ、新株予約

権発行後、継続して当社取締役等

の地位にあることを要する。 

 新株予約権者が任期満了により

当社取締役等の地位を退任した場

合は、当該退任した当社取締役等

たる新株予約権者は、当社取締役

の地位にあった期間に応じてあら

かじめ取締役会が定める基準によ

り決定する新株予約権の個数を上

限として、当該取締役等の退任時

に取締役会が承認する個数の新株

予約権を、退任後も行使できる。 

 新株予約権者の相続人は新株予

約権を行使できる。 

 その他の新株予約権の行使の条

件は、取締役会決議により決定す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、

取締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 



③ 平成17年３月16日定時株主総会決議（当社従業員に対するもの） 

（注） １．当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案また

は株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

 ２．新株予約権者が権利行使についての条件に定める行使の条件を充たさなくなったときは、当社は新株予

約権を無償で消却することができる。 

 
事業年度末現在 

（平成17年12月20日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数 4,240個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 424,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １個あたり153,400円 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月１日 

至 平成22年３月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   1,534円 

資本組入額   767円 
同左 

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、新株予約権の

行使時において、当社の従業員ま

たは当社の関係会社の取締役もし

くは従業員であることを要する。

ただし、当社もしくは当社の関係

会社の従業員が定年により退職し

た場合または当社の関係会社の取

締役が任期満了により退任した場

合には、この限りではない。 

新株予約権者の相続人は新株予

約権を行使できる。 

その他の新株予約権の行使の条

件は、取締役会決議により決定す

る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡については、

取締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 第三者割当による新株発行は、発行価格 300円 資本組入額 150円 割当先 アクティブ・インベストメン

ツ・ファンド・エル・ピーであります。 

２ 平成14年12月５日に、平成14年10月20日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し、所有

株式数を１株につき、２株の割合をもって分割いたしました。 

３ 上記の増加は、株式会社京都ニッセンの合併によるものです。 

４ 上記の増加は、株式会社ニッセン紫紘苑の合併によるものです。  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式1,958,069株は「個人その他」に19,580単元および「単元未満株式の状況」に69株を含めて記載し

ております。 

なお、自己株式1,958,069株は株主名簿記載上の株式数であり、平成17年12月20日現在の実保有高は

1,904,969株であります。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が92単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成13年５月11日

（注）１ 
2,600,000 27,153,166 390 7,665 390 7,347 

平成14年12月５日

（注）２ 
27,153,166 54,306,332 ─ 7,665 ─ 7,347 

平成15年12月21日  

（注）３ 
─ 54,306,332  ─ 7,665 297 7,644 

平成16年８月21日  

（注）４ 
─ 54,306,332  ─ 7,665 62 7,707 

  平成17年12月20日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 0 62 21 179 93 1 6,366 6,722 ─ 

所有株式数

（単元） 
0 221,745 1,354 34,761 149,322 6 135,236 542,424 63,932 

所有株式数の

割合（％） 
0 40.88 0.25 6.41 27.53 0.00 24.93 100.00 ─ 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記のほか当社所有の自己株式1,904千株（3.51％）があります。 

２ ニッセン共栄会は、当社取引先持株会であります。 

３ 所有株式数は、1,000株未満を切り捨てて表示しております。 

４ 上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社      6,788千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     4,743千株 

  平成17年12月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割 

（％） 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 6,788 12.50 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 4,743 8.73 

エイチエスビーシーファンドサ

ービシィズスパークスアセット

マネジメントコーポレイテッド 

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店） 

香港 クイーンズロード セントラル 

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１） 
2,692 4.95 

バンクオブニューヨークヨーロ

ッパリミテッドルクセンブルグ

131800 

(常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室) 

ルクセンブルグ セニンガーベルグ 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
2,309 4.25 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,390 2.56 

川島 哲男 京都市左京区松ケ崎柳井田町21－３ 1,140 2.10 

全国共済農業共同組合連合会 東京都千代田区平河町２丁目７－９ 1,109 2.04 

ニッセン共栄会 京都市南区吉祥院西ノ茶屋町79 1,063 1.95 

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１丁目１－１ 1,021 1.88 

ジェーピーモルガンチェースオ

ッペンハイマーファンズジャス

デックアカウント 

（常任代理人 株式会社東京三

菱銀行） 

英国 チェースサイド ボーンマウス ドセット 

（千代田区丸の内２丁目７番１号） 
1,000 1.84 

計 ― 23,259 42.83 



５ スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成17年12月20日付で提出された大量保有報告書

により同日現在で7,230千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

６ フィデリティ投信株式会社から、平成17年９月14日付で提出された大量保有報告書により同日現在で6,301

千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

スパークス・アセッ

ト・マネジメント投信

株式会社 

東京都品川区大崎一丁目11番2号ゲー

トシティ大崎 
7,230 13.31 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フィデリティ投信株式

会社 

東京都港区虎ノ門４丁目３－１ 

城山JTトラストタワー  
6,301 11.60 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,200株（議決権92個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が53,100株（議決権531個）ありま

す。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めております。 

  平成17年12月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  1,904,900 
─ ─ 

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,337,500 523,375 ─ 

単元未満株式 普通株式   63,932 ─ ─ 

発行済株式総数 54,306,332 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 523,375 ─ 

  平成17年12月20日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ニッセン 

京都市南区吉祥院

這登中町18番地 
1,904,900 ― 1,904,900 3.51 

計 ― 1,904,900 ― 1,904,900 3.51 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

（平成14年３月15日定時株主総会決議） 

 旧商法第280条ノ19第１項および当社定款第６条の規定に基づき、下表の付与対象者に対して新株引受権を付

与することを、平成14年３月15日の定時株主総会において決議されたものであります。  

（注） 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本券新株引受権が承継される場合、当社が他社と株式交

換を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要な範囲で発

行価額の調整を行うことができるものとする。 

決議年月日 平成14年３月15日決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 
代表取締役（１名）、常務取締役（２名）、取締役（８名）、執行役員

（５名） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後発行価額＝調整前発行価額× 
１ 

 

 分割・併合の比率 



（平成15年３月18日定時株主総会決議） 

 商法第280条ノ20、第280条ノ21及び当社定款第６条の規定に基づき、下表の付与対象者に対して新株予約権を

無償で付与することを、平成15年３月18日の定時株主総会において決議されたものであります。   

（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数を切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整

することができる。 

２ 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株

式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

決議年月日 平成15年３月18日決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役（13名）、当社監査役（３名）、当社従業員（128名）、子会社

取締役（８名）、子会社従業員（３名）、関連会社取締役（３名）、関連

会社監査役（１名）、合計159名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割・併合の比率 



（平成16年３月18日定時株主総会決議） 

 商法第280条ノ20、第280条ノ21及び当社定款第６条の規定に基づき、下表の付与対象者に対して新株予約権を

無償で付与することを、平成16年３月18日の定時株主総会において決議されたものであります。  

（注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数を切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整

することができる。 

２ 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株

式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

３ 新株予約権者が権利行使についての条件に定める行使の条件を充たさなくなったときは、当社は新株予約権

を無償で消却することができる。 

決議年月日 平成16年３月18日決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役（10名）、当社監査役（３名）、当社従業員（150名）、当社顧

問（２名）、子会社取締役（８名）、子会社従業員（５名）、関連会社取

締役（３名）、関連会社監査役（１名）、合計182名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割・併合の比率 



（平成17年３月16日定時株主総会決議） 

 商法第280条ノ20、第280条ノ21および当社定款第６条の規定に基づき、下表の付与対象者に対して新株予約権

を無償で付与することを、平成17年３月16日の定時株主総会において決議されたものであります。  

① 中期経営計画に連動するもの  

 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数を切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整

することができる。 

２ 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株

式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

３ 新株予約権者が権利行使についての条件に定める行使の条件を充たさなくなったときは、当社は新株予約権

を無償で消却することができる。 

決議年月日 平成17年３月16日決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役（９名）、当社従業員（８名）、完全子会社代表取締役（１

名）、関連会社代表取締役（１名） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割・併合の比率 



 ② 当社従業員等に対するもの  

 （注）１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満

の端数を切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整

することができる。 

２ 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株

式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

３ 新株予約権者が権利行使についての条件に定める行使の条件を充たさなくなったときは、当社は新株予約権

を無償で消却することができる。 

決議年月日 平成17年３月16日決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社従業員（137名）、完全子会社取締役（１名）、完全子会社従業員（５

名）、関連会社取締役（２名） 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割・併合の比率 



（平成18年３月15日定時株主総会決議） 

 商法第280条ノ20、第280条ノ21および当社定款第６条の規定に基づき、下表の付与対象者に対して新株予約権

を無償で付与することを、平成18年３月15日の定時株主総会において決議されたものであります。  

（注）１ 具体的人数は今後の取締役会で決定する。 

２ 新株予約権１個あたりの行使時における払込金額は、新株予約権を発行する日の前営業日に先立つ一ヶ月間の

各日（取引が成立しない日を除く）における大阪証券取引所の当社普通株式の終値の平均値、または新株予約

権を発行する日の前営業日の終値（当日に取引がない場合には、それに先立つ直近日の終値とする）のいずれ

か高い方（以下、「１株あたり払込金額」）に目的たる株式数を乗じた金額とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数を切り上げる。 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は払込金額を調整す

ることができる。 

３ 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式

移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。 

４ 新株予約権者が権利行使についての条件に定める行使の条件を充たさなくなったときは、当社は新株予約権を

無償で消却することができる。 

決議年月日 平成18年３月15日決議 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の従業員ならびに当社の関係会社の取締役および従業員（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 336,000株 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成22年３月15日 

新株予約権の行使の条件 

(1）新株予約権者は、当社第39期またはそれ以前の決算期における確定した

連結損益計算書において、経常利益が160億円以上となった場合に限

り、かかる確定日以降、新株予約権を行使できる。 

(2) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社の従業員もしくは

取締役または当社の関係会社の取締役もしくは従業員であることを要す

る。ただし、当社もしくは当社の関係会社の従業員が定年により退職し

た場合または当社もしくは当社の関係会社の取締役が任期満了により退

任した場合には、この限りではない。 

(3）新株予約権者の相続人は新株予約権を行使できる。 

(4）その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により決定する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

 

 分割・併合の比率 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

（注） 株価の急激な変動と株式売買出来高の急激な増加に伴い、信用取引の動きを監視するとともに機動的な自己株

式の取得を検討しておりましたが、この状況下での自己株式の市場買付けは異常な売り方の思惑に拍車をかける

懸念があるため、自己株式取得の実施を見合わせいたしました。その結果、未行使割合が50％以上となりまし

た。 

  平成18年３月15日現在

区分 株式数（千株） 価額の総額（百万円） 

取締役会での決議状況（平成17年４月26日決議） 300 500 

前決議期間における取得自己株式 226 291 

残存決議株式数及び価額の総額 73 208 

未行使割合（％） 24.4 41.7 

  平成18年３月15日現在

区分 株式数（千株） 価額の総額（百万円） 

取締役会での決議状況（平成17年５月31日決議） 300 500 

前決議期間における取得自己株式 85 108 

残存決議株式数及び価額の総額 214 391 

未行使割合（％） 71.4 78.3 



ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月15日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（千株） 
処分価額の総額（百万円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得

自己株式 
462 686 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 ― ― 

  平成18年３月15日現在

区分 株式数（千株） 

保有自己株式数 1,818 



３【配当政策】 

 当社グループは、業績連動型の利益配分を基本方針としております。一方、株主価値の向上を図るためには財務体

質の安定による経営基盤の強化についても考慮する必要があるため、株主資本比率50％および配当性向30％を目指し

ております。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり25円の配当（うち中間配当12円50銭）を実施することを

決定いたしました。この結果、当期の配当性向は33.2％となりました。 

 また、内部留保金については今後予想される経営環境の変化に対応するための既存事業の強化、将来の新規事業 

分野への投資や有利子負債の削減に活用するとともに、自己株式の取得による発行済株式総数の実質的な削減を通じ

た株主還元についても、柔軟かつ機動的に実施し、配当を含めた株主還元率35％を目標としてまいります。 

 なお、第36期の中間配当についての取締役会決議は平成17年７月28日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、平成15年７月25日以降については東京証券取引所市場第一部におけるものであり、平成

15年７月24日までは大阪証券取引所におけるものであります。なお、平成14年12月２日付けをもって大阪証

券取引所市場第二部から市場第一部へ指定替になっており、平成14年12月２日以降については市場第一部に

おける株価をもとにしております。 

２ 平成14年12月５日に、平成14年10月20日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、所有株

式数を１株につき、２株の割合をもって分割しており、※印は、株式分割による権利落ち後の株価でありま

す。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ 月別については会計期末日が20日でありますので、前月21日から当月20日までの株価によっております。 

回次 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） 495 
2,825 

※ 1,279 
2,210 2,440 1,997 

最低（円） 195 
390 

※ 1,041 
980 1,340 1,164 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 1,408 1,374 1,773 1,695 1,690 1,997 

最低（円） 1,285 1,190 1,357 1,430 1,475 1,638 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

代表 

取締役 
社長 片山 利雄 昭和25年１月６日生

昭和43年４月 

昭和48年８月 

昭和56年12月 

昭和61年３月 

平成11年11月 

平成12年２月 

平成12年12月 

平成16年５月 

  

株式会社丸五百貨店入社 

株式会社日本染芸（現当社）入社 

取締役就任 現販事業部第２事業部長 

常務取締役就任 現販事業部長 

代表取締役専務就任 ユービスト事業部長 

通販事業部長兼現販事業統括本部長 

代表取締役社長就任（現任） 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービ

ス代表取締役就任（現任） 

69 

取締役 

専務執行役員 

通販事業部長

兼海外市場推

進本部長 

佐村 信哉 昭和30年５月９日生

昭和53年４月 

昭和61年３月 

平成12年12月 

  

平成13年３月 

  

平成17年12月 

  

平成18年２月 

当社入社 

取締役就任 通販事業部カタログ本部長 

常務取締役就任 通販事業部長兼マーケティ

ング本部長 

スパーク・エース・リミテッド代表取締役就

任（現任） 

専務執行役員就任 通販事業部長兼ビューレ

ックス本部長兼海外市場推進本部長 

通販事業部長兼海外市場推進本部長（現任） 

25 

取締役 
専務執行役員 

本社担当 
守本 文和 昭和23年10月27日生

昭和43年10月 

昭和50年２月 

昭和60年４月 

昭和61年３月 

平成12年12月 

平成14年11月 

平成16年11月 

平成16年11月 

鳳実業株式会社入社 

当社入社 

現販事業部次長 

取締役就任 現販事業部次長 

常務取締役就任 経営管理室長 

コーポレートセンター長  

本社担当 

専務執行役員就任 本社担当（現任）

66 

取締役 

常務執行役員 

通販事業部 

管理本部長 

藤井 博 昭和25年10月10日生

昭和49年４月 

昭和50年２月 

昭和63年３月 

  

平成13年６月 

平成16年12月 

平成17年12月 

  

大和毛織株式会社入社 

当社入社 

取締役就任 通販事業部カスタマーサービス

部長 

通販事業部商品調達本部長 

通販事業部商品本部長 

常務執行役員就任 通販事業部管理本部長

（現任)  

120 

取締役 

常務執行役員 

コーポレート 

センター長 

市場 信行 昭和29年１月25日生

昭和52年４月 

昭和62年３月 

平成12年１月 

平成12年２月 

  

平成13年３月 

  

平成14年６月 

  

平成17年６月 

  

当社入社 

取締役就任 電算部長 

取締役辞任 

執行役員就任 通販事業部マーケティング本

部インターネット事業推進部長 

取締役就任 通販事業部マーケティング本部

インターネット事業推進部長 

通販事業部インターネット事業推進部長兼情

報システム部長 

常務執行役員就任 コーポレートセンター長

（現任） 

24 

 



（注）１ 監査役 高橋宜治およびスコット・ティ・デイヴィスは、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法

律」第18条第１項に定める「社外監査役」であります。 

２ 取締役 佐藤明夫および青松英男は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める「社外取締役」であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

取締役 

執行役員 

通販事業部プ

ランニング本

部長 

川島 哲男 昭和36年５月７日生

昭和60年３月 

平成５年４月 

  

平成６年３月 

  

平成13年６月 

平成16年12月 

平成17年12月 

  

当社入社 

通販事業部商品本部レディースヤングデビジ

ョン部長 

取締役就任（現任） 通販事業部商品本部レ

ディースヤング部長 

通販事業部商品企画本部長 

通販事業部プランニング本部長 

執行役員就任 通販事業部プランニング本部

長（現任） 

1,140 

取締役 

非常勤 
 佐藤 明夫 昭和41年２月４日生

平成９年４月 

  

平成15年３月 

平成16年３月 

弁護士登録（第二東京弁護士会）

三井安田法律事務所入所 

佐藤総合法律事務所開設（現任）

当社取締役就任（現任） 

─ 

取締役 

非常勤 
 青松 英男 昭和29年６月29日生

平成８年４月 

  

平成11年11月 

  

平成14年３月 

平成16年３月 

平成16年３月 

  

平成17年３月 

ロスチャイルド・ジャパン株式会社代表取締

役社長就任 

アクティブ・インベストメント・パートナー

ズ代表パートナー就任（現任） 

当社取締役就任 

取締役辞任 

トップツアー株式会社（旧東急観光株式会

社）取締役会議長就任（現任） 

取締役就任（現任）  

─ 

監査役 

常勤 
 森 八十二 昭和18年10月10日生

昭和49年10月 

平成12年12月 

平成14年11月 

平成16年11月 

  

平成17年12月 

平成18年３月 

平成18年３月 

当社入社 

執行役員就任 管理部長 

コーポレートセンター監理グループリーダー 

シェアード・サービスセンター長兼総務グル

ープリーダー 

リーガル＆コンプライアンス担当 

当社退社 

常勤監査役就任（現任） 

42 

監査役 

非常勤 
 高橋 宜治 昭和26年４月18日生

平成８年９月 

  

平成11年12月 

平成14年３月 

平成15年11月 

株式会社ワイズ・ステージ代表取締役就任

（現任） 

株式会社松ノ木薬品社外取締役就任 

当社監査役就任（現任） 

株式会社松ノ木薬品社外取締役辞任 

16 

監査役 

非常勤 
 

デイヴィス・スコ

ット 
昭和28年12月20日生

平成５年４月 

平成５年４月 

  

平成16年５月 

平成16年６月 

  

平成17年９月 

  

平成18年３月 

学習院大学経済学部経営学科講師（現任） 

麗澤大学国際経済学部国際経営学科教授

（現任） 

株式会社イトーヨーカドー取締役（現任）  

株式会社インテグレックス 経営諮問委員

（現任） 

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス

取締役（現任） 

当社監査役就任（現任）  

─ 

     計 1,506 



３ 当社では、執行役員制度を導入しております。経営統合や業界再編など当社を取り巻く経営環境に対応するた

め、経営と執行の役割を明確化するとともに、執行のレベルアップの為に執行役員への権限委譲を進めること

で、戦略的意思決定と業務改革の迅速化による企業の活性化と経営基盤の強化を図っており、執行役員16名の

うち、取締役を兼務していない執行役員は以下の９名であります。 

４ 所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

役名および職名 氏 名  

常務執行役員ユービスト事業部長 笹尾 尚樹 

執行役員人事企画グループ長 諸江 孝広   

執行役員シェアード・サービスセンター長 藤田 哲   

執行役員ユービスト事業部マーケティング本部長  杉本 雅則  

執行役員通販事業部ＢtoＢ本部長 逸見 昌文  

執行役員通販事業部ＣＳ本部長 尾井 善雄  

執行役員通販事業部マーケティング本部長  西澤 敏彦  

執行役員財務グループ長  富永 郷三  

執行役員ユービスト事業部経営管理グループ長 内山 彰 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

① 基本的な考え方 

 経営の健全性と透明性を高め、企業価値の向上を実現するため、コーポレート・ガバナンスの充実は重要な

課題であると認識しております。また、永遠に存続し続けられる企業を実現するためグループ経営強化の視点

で当社グループ各社の経営管理を強化するとともに、監査体制の充実を図ることで、企業利益の追求と社会的

責任を果たすための施策を積極的に実践してまいります。 

② 施策の実施状況 

(a). 監査役制度採用会社であります。 

(b). 取締役会は８名により構成しており、その内の２名が社外取締役であります。社外取締役２名は投資の専

門家ならびに法律の専門家であり、客観的かつ公正な立場からの貴重な意見を通じ、経営の透明化ととも

に取締役会の機能強化を図ってまいります。 

(c). 監査役会は３名により構成しており、その内の２名が社外監査役であります。また、監査役３名による法

定監査に加え、内部監査室による独自の内部監査を実施しております。なお、2006年３月には社外監査役

に社会的責任（ＣＳＲ）の専門家であるスコット・ティ・デイヴィス氏を迎え、ＣＳＲの観点から取締役

および執行役員等の業務を監督する機能を加え、監査役機能の充実を図ってまいります。 

 なお、企業としてのＣＳＲを果たしていくための、あるべき企業行動の姿として、ニッセンの社会的責

任の方針（ＮＳＲ方針）を制定しており、グループの全従業員への説明会等を通じた浸透を図っておりま

す。 

(d). 当社は委員会等設置会社ではありませんが、社外取締役を含む少数の取締役等で構成する会議（人事委員 

会・経営戦略会議・人材開発会議）を設置し、事業執行部門の監督機能の強化ならびにグループ全体の重

要な戦略立案を行っております。 

(e). 当社では執行役員制度を導入しております。経営統合や業界再編など当社を取り巻く経営環境に対応する

ため、経営と執行の役割を明確化するとともに、執行のレベルアップの為に執行役員への権限委譲を進め

ることで、戦略的意思決定と業務改革の迅速化による企業の活性化と経営基盤の強化を図っております。 

(f). お取引先および従業員による経営監視の目的の為、社内通報制度（ニッセンホットライン）を社内および

弁護士事務所に設置しております。 

(g). 内部監査室は有価証券報告書提出日（平成18年３月16日）現在において、３名で構成されており、常勤監

査役との連携のもと、独自の内部監査に加え、リスクの分析・評価・ルール見直しの推進とともに、個人

情報の取り扱いルールの浸透と監査を実施しております。 

③ 業務執行・監視及び内部統制の仕組み 



④ 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名等 

 当社は新日本監査法人と監査契約を結び、会計監査を受けております。 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名および所属する監査法人名等は以下の通りであります。 

（注）１ 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始および日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主

的に業務執行社員の交替制度を導入しており、同監査法人において策定された交替計画に基づいて

平成17年12月期会計期間をもって交替する予定となっております。 

２ 当社の会計監査業務に関わる補助者は、公認会計士13名、会計士補14名であります。  

(2) 役員報酬および監査報酬の内容について 

① 役員報酬の内容 

取締役に対する報酬  303百万円 

監査役に対する報酬   32百万円 

（注） 使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。 

② 監査報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 23百万円 

それ以外の報酬                               １百万円 

（注）それ以外の報酬についてはアニュアルレポートの監査に関する報酬であります。 

（3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社では、社外監査役２名ならびに社外監査役を２名を選任しておりますが、人的関係、資本的関係又は取

引関係その他の利害関係はありません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員業務執行社員  神本 満男 新日本監査法人 20年（注１） 

指定社員業務執行社員  野田 弘一 新日本監査法人 14年（注１） 

指定社員業務執行社員  市田 龍 新日本監査法人 10年（注１） 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年12月21日から平成16年12月20日ま

で）および第35期事業年度（平成15年12月21日から平成16年12月20日まで）ならびに当連結会計年度（平成16年12月

21日から平成17年12月20日まで）および第36期事業年度（平成16年12月21日から平成17年12月20日まで）の連結財務

諸表および財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月20日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   8,306   6,436  

２ 受取手形及び売掛金   11,875   10,338  

３ たな卸資産   11,665   11,967  

４ 未収入金   12,231   12,916  

５ 前払費用   5,263   5,978  

６ 繰延税金資産   607   1,062  

７ 為替予約    ―   4,159  

８ その他   1,441   870  

   貸倒引当金   △268   △190  

流動資産合計   51,124 64.3  53,540 63.8 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物及び構築物   15,776   15,889   

減価償却累計額  2,608 13,167  3,186 12,703  

(2）機械装置及び運搬具  348   460   

減価償却累計額  97 250  222 238  

(3）工具器具及び備品  2,184   2,998   

減価償却累計額  895 1,289  1,480 1,517  

(4）土地    4,781   4,919  

(5）建設仮勘定   224   1,221  

有形固定資産合計   19,714 24.8  20,599 24.6 

２ 無形固定資産   483 0.6   609 0.7 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  6,183   7,380  

(2）繰延税金資産   279   89  

(3）その他 ※１  2,483   2,313  

  貸倒引当金   △784   △670  

投資その他の資産合計   8,161 10.3  9,113 10.9 

 固定資産合計   28,359 35.7  30,322 36.2 

資産合計   79,483 100.0  83,863 100.0 

         
 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月20日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金   24,808   22,975  

２ 短期借入金    2,046   5,379  

３ 一年以内償還予定社債     ─   500  

４ 未払法人税等   2,154   1,611  

５ 未払金   7,706   8,824  

６ その他   5,586   5,851  

流動負債合計   42,303 53.2  45,142 53.8 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債    1,000   500  

２ 長期借入金    5,679   3,300  

３ 退職給付引当金   184   154  

４ その他   30   46  

 固定負債合計   6,895 8.7  4,001 4.8 

負債合計   49,198 61.9  49,143 58.6 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   22 0.0  22 0.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  7,665 9.6  7,665 9.1 

Ⅱ 資本剰余金   7,687 9.7  7,687 9.2 

Ⅲ 利益剰余金   17,661 22.2  21,561 25.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  195 0.3  586 0.7 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △24 △0.0  3 0.0 

Ⅵ 自己株式 ※４  △2,923 △3.7  △2,807 △3.3 

資本合計   30,261 38.1  34,697 41.4 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  79,483 100.0  83,863 100.0 

         



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   164,304 100.0  166,423 100.0 

Ⅱ 売上原価   72,114 43.9  73,755 44.3 

売上総利益   92,190 56.1  92,667 55.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 広告宣伝費  21,954   24,133   

２ 運賃荷造費  11,503   12,002   

３ 販売促進費  8,517   9,237   

４ 貸倒引当金繰入額  549   398   

５ 給料  14,781   14,972   

６ 賞与  3,418   3,297   

７ 賃借料  4,156   3,685   

８ 減価償却費  1,232   1,720   

９ 手数料  6,827   7,327   

10 その他  8,469 81,410 49.5 8,564 85,340 51.3 

営業利益   10,780 6.6  7,327 4.4 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  2   3   

２ 受取配当金  28   91   

３ 受取手数料  270   237   

４ 為替予約等評価益  ―   2,364   

５ 持分法による投資利益  850   1,080   

６ 雑収入  402 1,553 0.9 609 4,387 2.6 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  144   111   

２ 為替差損  578   ―   

３ 商品評価損  1,827   2,926   

４ 雑損失  132 2,683 1.6 263 3,301 1.9 

経常利益   9,650 5.9  8,414 5.1 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※１ ─   8   

２ 子会社清算益    ─   243   

３ 投資有価証券売却益  5,596   －   

４ 優先出資証券償還益  ─    82   

５ 営業補償金   ─    60   

６ その他  10 5,607 3.4 ─ 395 0.2 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除売却損 ※２ 4,611   430   

２ その他  445 5,056 3.1 154 584 0.4 

税金等調整前当期純利
益 

  10,200 6.2  8,225 4.9 

法人税、住民税及び事
業税 

 4,057   3,046   

法人税等調整額  △76 3,981 2.4 △568 2,477 1.4 

少数株主損失   0 △0.0  1 △0.0 

当期純利益   6,219 3.8  5,749 3.5 

         



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,347  7,687 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 子会社との合併による
資本剰余金の増加高  

 339 339 ― ― 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   7,687  7,687 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   13,443  17,661 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 当期純利益  6,219 6,219 5,749 5,749 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  1,322  1,306  

２ 役員賞与  199  86  

３ 自己株式処分差損  140  178  

４ 子会社との合併による
利益剰余金の減少高 

 339  ―  

５ 連結除外による利益剰
余金の減少高 

 － 2,001 278 1,849 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   17,661  21,561 

       



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  10,200 8,225 

２ 減価償却費  1,233 1,721 

３ 貸倒引当金の増減額  41 △153 

４ 退職給付引当金の増減額  12 △30 

５ 投資有価証券売却益  △5,596 ─ 

６ 投資有価証券等評価損  ─ 30 

７ 固定資産除売却損益  4,611 421 

８ 子会社清算益  ─ △243 

９ 為替予約等評価益  ─ △2,364 

10 持分法による投資利益  △850 △1,080 

11 受取利息及び受取配当金  △30 △95 

12 支払利息  144 111 

13 売上債権の増減額  △368 876 

14 たな卸資産の増加額  △338 △300 

15 仕入債務の増減額  699 △2,023 

16 その他  △2,190 △1,043 

小計  7,568 4,050 

17 利息及び配当金の受取額  27 94 

18 利息の支払額  △143 △106 

19 法人税等の支払額  △4,014 △3,657 

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,438 381 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 固定資産の取得による支出  △2,566 △2,007 

２ 固定資産の売却による収入  44 33 

３ 投資有価証券の取得による支出  △702 △305 

４ 投資有価証券の売却による収入  6,193 1,017 

５ 関係会社株式・社債の取得による
支出 

 △45 △116 

６ 貸付けによる支出  △50 △47 

７ 貸付金の回収による収入  12 3 

８ 連結の範囲の変更に伴う子会社株
式の取得による支出 

 △2  ─ 

９ その他  0 398 

投資活動によるキャッシュ・フロー  2,882 △1,022 

 



  
前連結会計年度 

(自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の減少額  △2,501 △300 

２ 長期借入による収入  ─ 3,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △2,106 △2,046 

４ 社債の償還による支出  △300 ─  

５ 自己株式の取得による支出  △1,728 △442 

６ 自己株式の売却による収入  165 380 

７ 配当金の支払額  △1,322 △1,301 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △7,793 △709 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △15 8 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △1,488 △1,341 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  9,784 8,296 

Ⅶ 連結子会社の減少に伴う現金及び現
金同等物の減少額 

  ─ △527 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,296 6,426 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数             10社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス 

スパーク・エース・リミテッド 

アドバンス・プログレス・リミテッド 

株式会社ニッセン彩美苑 

株式会社ニッセン華翔苑 

株式会社ニッセン京美苑 

株式会社ニッセン優輪苑 

株式会社ニッセンエヴァーズ大分 

株式会社ニッセンユービスト友の会 

株式会社ニッセンシェイプファンデ 

 なお、前連結会計年度において連結子会社で

あった株式会社京都ニッセンおよび株式会社ニ

ッセン紫紘苑は、当連結会計年度において当社

と合併し解散しております。  

 また、株式会社ニッセン・ロジスティクス・

サービスは、当連結会計年度より連結子会社と

しております。  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数             ６社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス 

スパーク・エース・リミテッド 

アドバンス・プログレス・リミテッド 

株式会社ニッセンシェイプファンデ 

株式会社ニッセンユービスト友の会 

株式会社ニッセンエヴァーズ大分 

 なお、前連結会計年度において連結子会社で

あった株式会社ニッセン彩美苑、株式会社ニッ

セン華翔苑、株式会社ニッセン京美苑および株

式会社ニッセン優輪苑は、平成16年12月21日付

で解散したため、当連結会計年度より連結の範

囲から除外しております。 

 なお、当該４社は当連結会計期間中に清算結

了しております。    

(2）主要な非連結子会社名 

東莞日泉品質検測有限公司 

(2）主要な非連結子会社名 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社５社は、いずれも小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社数       １社 

会社の名称 

ニッセン・ジー・イー・クレジット株式会社 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1）持分法を適用した関連会社数       １社 

会社の名称 

同左 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称 

東莞日泉品質検測有限公司 

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称 

同左 

（持分法を適用していない理由） 

 持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用から

除外しております。 

（持分法を適用していない理由） 

 同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、次のとおりであります。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、次のとおりであります。 

連結子会社名 決算日 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス 12月20日 

スパーク・エース・リミテッド 10月31日 

アドバンス・プログレス・リミテッド 10月31日 

株式会社ニッセン彩美苑 12月20日 

株式会社ニッセン華翔苑 12月20日 

株式会社ニッセン京美苑 12月20日 

株式会社ニッセン優輪苑 12月20日 

株式会社ニッセンエヴァーズ大分 12月20日 

株式会社ニッセンユービスト友の会 12月20日 

株式会社ニッセンシェイプファンデ 12月20日 

連結子会社名 決算日 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス 12月20日 

スパーク・エース・リミテッド 10月31日 

アドバンス・プログレス・リミテッド 10月31日 

株式会社ニッセンシェイプファンデ 12月20日 

株式会社ニッセンユービスト友の会 12月20日 

株式会社ニッセンエヴァーズ大分 12月20日 

 連結財務諸表の作成に当たっては、それぞれの決

算日現在の財務諸表を採用しておりますが、連結決

算日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、それぞれの決

算日現在の財務諸表を採用しておりますが、連結決

算日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

   満期保有目的の債券  

    償却原価法（定額法） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

   満期保有目的の債券  

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  

② ────── 

        

  

   ② デリバティブ   

      時価法 

③ たな卸資産 

商品 先入先出法による原価法 

③ たな卸資産 

商品 同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

建物（付属設備を除く） 

定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

その他 

定率法 

 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

 

建物及び構築物        ２～49年 

機械装置及び運搬具      ２～13年 

工具器具及び備品       ２～20年 

 

② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基

づいております。  

② 無形固定資産 

       同左 

  

  

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性等を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 レディ社員（女性販売員）の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

 ホーム社員（女性販売員）の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。在外子会社等の資産及び負債は連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し換算差額は

少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引につきまし

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約等については、ヘッジ会計の要件を満

たしているため振当処理を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の要件を満たす為替予約等について

は、振当処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約等取引 

ヘッジ対象：外貨建金銭債務 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 当社で規定された管理体制に基づき、為替リス

クをヘッジする目的で先物為替予約等を行ってお

ります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計

とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計

とを比率分析する方法により行っております。 

 なお、当連結会計年度末においては高い相関関

係にあり、ヘッジは有効と判断しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評

価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定については発生年度に全額償却してお

ります。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金、及び容易に換

金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

（連結貸借対照表） 

１ 前連結会計年度までは独立科目で掲記していた「ソ

フトウェア」（当連結会計年度477百万円）は金額的重

要性が低くなったため、「その他」（当連結会計年度

６百万円）を含めて無形固定資産として表示すること

に変更しました。 

（連結貸借対照表） 

１ 「為替予約」は、前連結会計年度まで、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重

要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記して

おります。 

 なお、前連結会計年度末の「為替予約」は（1,263百

万円）であります。 

２ 前連結会計年度までは独立科目で掲記していた「長

期貸付金」（当連結会計年度20百万円）は金額的重要

性が低くなったため、投資その他の資産「その他」に

含めて表示することに変更しました。 

  

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

     ───────────────── （法人事業税の外形標準課税制度） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割および資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が151百万円増加

し、営業利益および経常利益ならびに税金等調整前当

期純利益が同額減少しております。 

  （為替予約等評価損益） 

 仕入予定取引の為替リスクのヘッジを目的とした長

期為替予約契約については、繰延ヘッジ処理を採用し

ておりましたが、当連結会計年度より長期為替予約契

約が増加し、重要性が増してきたことから、「包括的

長期為替予約のヘッジ会計に関する監査上の留意点」

（日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報

No.19）に基づいて検討した結果、時価評価が適当であ

ると認められたものについて、当連結会計年度末より

時価評価することといたしました。この結果、経常利

益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ2,364百万

円増加しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月20日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。 

 投資有価証券（株式） 3,048百万円

その他（出資金及び社債） 9百万円

 投資有価証券（株式） 4,217百万円

その他（出資金及び社債） 1百万円

２ 保証債務 ２ 保証債務 

  従業員の金融機関からの借入に対する保証予約 

                   48百万円 

  従業員の金融機関からの借入に対する保証予約 

                    71百万円 

※３ 発行済株式の種類及び総数 ※３ 発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 54,306,332株  普通株式 54,306,332株 

※４ 自己株式の種類及び株式数 ※４ 自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 1,940,128株  普通株式 1,904,969株 

       ５ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約 

    当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関12社と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これら契約に基

づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

内訳 

コミットメントライン 

タームローン 

当座貸越極度額及び貸出 

コミットメントの総額 
15,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 12,000百万円

総額 10,000百万円

借入実行残高 －  

差引額 10,000百万円

総額 5,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 2,000百万円



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

※１ ──────────────── ※１ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりでありま

す。 

      建物及び構築物 8百万円 

計 8百万円 

※２ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※２ 固定資産除売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

 固定資産除却損  固定資産除却損 

 建物及び構築物 40百万円 

ソフトウェア 25百万円 

工具器具及び備品 4百万円 

計 71百万円 

 無形固定資産 189百万円 

建物及び構築物 169百万円 

工具器具及び備品 46百万円 

機械装置及び運搬具 1百万円 

計 407百万円 

 固定資産売却損  固定資産売却損 

 建物及び構築物 2,654百万円 

土地 1,820百万円 

機械装置及び運搬具 40百万円 

ソフトウェア 20百万円 

工具器具及び備品 4百万円 

計 4,540百万円 

 建物及び構築物 16百万円 

土地 5百万円 

計 22百万円 

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 8,306百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△10百万円

現金及び現金同等物 8,296百万円

 現金及び預金勘定 6,436百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金 
△10百万円

現金及び現金同等物 6,426百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額相

当額 

（百万円） 

 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

 

期末残高相

当額 

（百万円）

機械装置及び

運搬具 
 9,794 9,275 519

工具器具及び

備品 
 1,754 950 804

ソフトウェア  453 269 184

合計  12,003 10,494 1,509

  

取得価額相

当額 

（百万円）

 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

 

期末残高相

当額 

（百万円）

       

工具器具及び

備品 
 1,606 1,117 488

ソフトウェア  324 215 108

合計  1,930 1,333 597

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,187百万円 

１年超 584百万円 

計 1,771百万円 

１年以内 314百万円 

１年超 303百万円 

計 617百万円 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 1,909百万円 

減価償却費相当額 1,602百万円 

支払利息相当額 109百万円 

支払リース料 1,223百万円 

減価償却費相当額 947百万円 

支払利息相当額 35百万円 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

５ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 
国債・地方債等 320 321 1 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 
国債・地方債等 35 35 △0 

合計 355 356 0 

区分 

前連結会計年度 
（平成16年12月20日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
   

(1）株式 386 699 312 

(2）その他 119 140 21 

小計 506 840 333 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
   

(1）株式 20 18 △2 

(2）その他 61 58 △2 

小計 82 76 △5 

合計 588 917 328 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

5,962 5,596 ― 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）店頭売買株式を除く非上場株式 1,862 

(2）社債 1 

合計 1,863 

区分 １年以内（百万円） １年超５年以内（百万円） 

   債券 ― 355 



当連結会計年度 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

      ３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

        該当事項はございません。 

４ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

５ 満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの 
国債・地方債等 94 94 0 

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの 
国債・地方債等 351 350 △0 

合計 445 445 △0 

区分 

当連結会計年度 
（平成17年12月20日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
   

(1）株式 386 1,299 912 

(2）その他 152 230 78 

小計 539 1,529 990 

連結貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
   

(1）株式 39 36 △2 

(2）その他 32 31 △0 

小計 71 68 △2 

合計 610 1,598 987 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）非上場株式 1,119 

(2）社債 1 

合計 1,120 

区分 １年以内（百万円） １年超５年以内（百万円） 

   債券 ― 445 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

（注）時価の算定方法 

    為替予約取引 

     先物為替相場によっております。 

    通貨オプション取引 

     取引先金融機関から提示された価格によっております。 

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
  至 平成17年12月20日） 

 当社は、輸入取引に係る為替変動のリスクに備え

るため為替予約取引を利用しております。 

また、同様の目的で通貨オプション取引も利用して

おります。 

 これらの管理は、財務グループにて行っておりま

すが、社内規程を遵守し、社内規程上、財務グルー

プ長に委嘱された権限を超える取引を行う場合は、

必ず事前に取締役会の承認を得るとともに、取締役

会にて事後的に契約残高等を報告してリスク管理を

しております。また、監査グループの社内監査を随

時実施しております。 

 為替予約取引、通貨オプション取引とも当社のデ

リバティブの契約先は、いずれも信用度の高い国内

の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。 

 また、当社のデリバティブ取引は、外国為替相場

及び金利の変動による市場リスクがあります。 

 当社は、輸入取引に係る為替変動のリスクに備え

るため為替予約取引を利用しております。 

また、同様の目的で通貨オプション取引も利用して

おります。 

 これらの管理は、財務グループにて行っておりま

すが、社内規程を遵守し、社内規程上、財務グルー

プ長に委嘱された権限を超える取引を行う場合は、

必ず事前に取締役会の承認を得るとともに、取締役

会にて事後的に契約残高等を報告してリスク管理を

しております。また、内部監査室の社内監査を随時

実施しております。 

 為替予約取引、通貨オプション取引とも当社のデ

リバティブの契約先は、いずれも信用度の高い国内

の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。 

 また、当社のデリバティブ取引は、外国為替相場

及び金利の変動による市場リスクがあります。 

区分 種類 

前連結会計年度末 
（平成16年12月20日）  

当連結会計年度末  
 （平成17年12月20日）  

 契約額等  

 (百万円)  

契約額等の

うち１年超

（百万円）

 時価  

 (百万円) 

評価損益 

 (百万円) 

契約額等

（百万円) 

契約額等の 

うち１年超 

（百万円） 

 時価  

 (百万円)  

評価損益 

 (百万円) 

   為替予約取引                 

    買建                 

     米ドル ― ― ― ― 24,071 19,490 25,487 1,416 

市場取引 

以外の取引  
通貨オプション取引                 

  売建                 

  

  

  

  

  

   プット                 

    米ドル ― ― ― ― 14,494 11,002 296 296 

  買建                 

   コール                 

    米ドル ― ― ― ― 14,494 11,002 651 651 

合計 ― ― ― ― ― ― 26,435 2,364 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社の従業員（ホーム社員を除く）については確定拠出型年金制度を採用しております。

また、当社及び国内連結子会社は、ホーム社員（女性販売員）に対し確定給付型の制度として、退職一時金

制度を設けており、退職給付債務の算定にあたっては簡便法を適用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

３ 退職給付費用の内訳 

（注）簡便法を採用しているホーム社員（女性販売員）の退職給付費用は「(2）勤務費用」に計上しております。 

当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社の従業員（ホーム社員を除く）については確定拠出型年金制度を採用しております。

また、当社及び国内連結子会社は、ホーム社員（女性販売員）に対し確定給付型の制度として、退職一時金

制度を設けており、退職給付債務の算定にあたっては簡便法を適用しております。 

２ 退職給付債務に関する事項 

３ 退職給付費用の内訳 

（注）簡便法を採用しているホーム社員（女性販売員）の退職給付費用は「(2）勤務費用」に計上しております。 

 
前連結会計年度 

（平成16年12月20日） 

(1）退職給付債務（百万円） 184 

(2）退職給付引当金（百万円） 184 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

(1）確定拠出型年金制度に係る拠出額（百万円） 162 

(2）勤務費用（百万円） 25 

(3）退職給付費用（百万円） 187 

 
当連結会計年度 

（平成17年12月20日） 

(1）退職給付債務（百万円） 154 

(2）退職給付引当金（百万円） 154 

 
当連結会計年度 

（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

(1）確定拠出型年金制度に係る拠出額（百万円） 173 

(2）勤務費用（百万円） 29 

(3）退職給付費用（百万円） 203 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月20日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

無形固定資産償却超過 267百万円 

未払事業税 190百万円 

税務上の繰越欠損金 188百万円 

在庫評価損 139百万円 

役員退職慰労引当金 82百万円 

前払カタログ発送費 59百万円 

投資有価証券等評価損 58百万円 

電話加入権償却 49百万円 

退職給付引当金 39百万円 

その他 139百万円 

繰延税金資産小計 1,215百万円 

評価性引当金 △195百万円 

繰延税金資産合計 1,019百万円 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △133百万円 

繰延税金負債合計 △133百万円 

差引：繰延税金資産の純額 886百万円 

（繰延税金資産）   

在庫評価損 473百万円 

無形固定資産償却超過 329百万円 

未払事業税 140百万円 

未払経費 82百万円 

役員退職慰労引当金 82百万円 

広告宣伝費未経過分 73百万円 

退職給付引当金 62百万円 

投資有価証券等評価損 58百万円 

電話加入権償却 49百万円 

その他 200百万円 

繰延税金資産合計 1,553百万円 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △400百万円 

繰延税金負債合計 △400百万円 

差引：繰延税金資産の純額 1,152百万円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、その差異発生原因についての記載を省略してお

ります。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった項目別の内訳 

 

 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）   

子会社清算に伴う認識差異 △5.4％ 

持分法投資損益 △5.3％ 

法人税税額控除額 △1.6％ 

住民税均等割等 1.6％ 

交際費の永久損金不算入分 0.3％ 

その他 △0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.1％ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日） 

 （注）１ 事業区分は連結財務諸表提出会社の組織区分によっております。 

２ 事業区分の主な内容 

(1）通販事業……カタログ等を媒体とする通信販売事業、通販代行事業および保険代理店事業 

(2）現販事業……レディシステム等による無店舗現物販売事業 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,240百万円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社の本社管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,942百万円であり、その主なものは連結財務

諸表提出会社の余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および本社管理部門に

係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用およびその償却額を含めております。 

 
通販事業 
（百万円） 

現販事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

１ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 133,112 31,192 164,304 ― 164,304 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
6 ― 6 (6) ― 

計 133,119 31,192 164,311 (6) 164,304 

営業費用 122,868 28,414 151,283 2,240 153,524 

営業利益 10,250 2,777 13,027 (2,247) 10,780 

営業外損益（参考） △951 △83 △1,035 (95) △1,130 

経常利益（参考） 9,299 2,693 11,992 (2,342) 9,650 

２ 資産、減価償却費及び資本的 

支出 
     

資産 57,506 10,033 67,540 11,942 79,483 

減価償却費 1,084 129 1,213 18 1,232 

資本的支出 2,300 318 2,618 9 2,628 



当連結会計年度（自 平成16年12月21日 至 平成17年12月20日） 

 （注）１ 事業区分は連結財務諸表提出会社の組織区分によっております。 

２ 事業区分の主な内容 

(1）通販事業……カタログ等を媒体とする通信販売事業、通販代行事業および保険代理店事業 

(2）現販事業……催事を中心とした対面販売による現物販売事業 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,409百万円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社の本社管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は10,783百万円であり、その主なものは連結財務

諸表提出会社の余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および本社管理部門に

係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用およびその償却額を含めております。 

６ セグメント別業績について、より有用な情報を提供するため、為替予約等に係る時価会計の営業外損益に与

える影響を考慮し、当連結会計年度より営業外損益ならびに経常利益の項目を設けております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成16年12月21日 至 平成17年12月20日） 

 全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成16年12月21日 至 平成17年12月20日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
通販事業 
（百万円） 

現販事業 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結（百万円）

１ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 134,459 31,964 166,423 ― 166,423 

(2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
2 ― 2 (2) ― 

計 134,461 31,964 166,425 (2) 166,423 

営業費用 127,390 29,297 156,687 2,409 159,096 

営業利益 7,071 2,667 9,738 (2,411) 7,327 

営業外損益 1,290 △159 1,131 (44) 1,086 

経常利益 8,362 2,507 10,869 (2,455) 8,414 

２ 資産、減価償却費及び資本的 

支出 
     

資産 63,401 9,678 73,079 10,783 83,863 

減価償却費 1,508 151 1,659 60 1,720 

資本的支出 2,838 208 3,046 137 3,183 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成16年12月21日 至 平成17年12月20日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算出上の基礎 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

１株当たり純資産額   576円24銭

１株当たり当期純利益   116円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 114円87銭

１株当たり純資産額   660円31銭

１株当たり当期純利益    108円12銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 107円55銭

前連結会計年度 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

１株当たり当期純利益  １株当たり当期純利益  

当期純利益       6,219百万円 当期純利益       5,749百万円 

普通株主に帰属しない額  普通株主に帰属しない額  

役員賞与金      86百万円 役員賞与金     96百万円 

普通株式に係る当期純利益       6,133百万円 普通株式に係る当期純利益       5,653百万円 

普通株式の期中平均株式数     52,743,096株 普通株式の期中平均株式数      52,284,398株 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
 

当期純利益調整額  － 当期純利益調整額        － 

（うち転換社債利息）      （－） （うち転換社債利息） （－）  

（うちその他手数料等） （－） （うちその他手数料等） （－）  

普通株式増加数  649,422株 普通株式増加数   279,381株 

（うち新株引受権） （148,342株） （うち新株引受権） （32,839株） 

（うち新株予約権） （501,080株） （うち新株予約権） （246,542株） 

（うち転換社債） （－） （うち転換社債） （－）  

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数 

      11,210個）

概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。  

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

新株予約権３種類 

（新株予約権の数 

      28,290個）

概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ （ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定の総

額 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

㈱ニッセン 第４回無担保社債 
平成13年３月

26日 
500 

500 

(500) 
年0.78  無担保 

平成18年３月

24日 

㈱ニッセン 第６回無担保社債 
平成15年３月

25日 
500 500 年0.36  無担保 

平成19年３月

23日 

合計 ― ― 1,000 
1,000 

(500) 
― ― ― 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

500 500 ― ― ― 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,046 5,379 1.0 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 5,679 3,300 1.0
平成19年２月20日～ 

平成22年３月31日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 7,726 8,679 ― ― 

１年超２年以内（百万円） ２年超３年以内（百万円） ３年超４年以内（百万円） ４年超５年以内（百万円） 

797 995 995 511 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第35期 

（平成16年12月20日） 
第36期 

（平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   6,622   5,713  

２ 受取手形 ※１  2,510   2,409  

３ 売掛金 ※１  9,185   7,797  

４ 商品   11,596   11,879  

５ 前払費用   5,254   5,908  

６ 関係会社短期貸付金 ※１  90   83  

７ 未収入金   5,242   5,810  

８ 関係会社未収入金 ※１  6,566   7,257  

９ 関係会社立替金 ※１  1,360   153  

10 繰延税金資産   596   1,003  

11  未収消費税等   ―   519  

12 繰延ヘッジ損失   1,263   ―  

13 為替予約   ―   4,159  

14  その他   155   343  

   貸倒引当金   △224   △185  

流動資産合計   50,220 64.6  52,853 66.4 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1）建物  3,627   3,559   

減価償却累計額  2,156 1,470  2,119 1,440  

(2）構築物  75   73   

減価償却累計額  54 21  53 19  

(3）機械及び装置  2   2   

減価償却累計額  1 0  1 0  

(4）車輌及び運搬具  23   22   

減価償却累計額  18 4  16 5  

(5）工具器具及び備品  1,968   2,598   

減価償却累計額  794 1,173  1,339 1,258  

(6）土地   1,811   1,805  

(7）建設仮勘定   ―   26  

有形固定資産合計   4,482 5.8  4,558 5.7 

２ 無形固定資産      387 0.5 

(1）借地権   1   ―   

(2）ソフトウェア   251   ―  

(3）その他   2   ―  

無形固定資産合計   254 0.3  ―   

 



  
第35期 

（平成16年12月20日） 
第36期 

（平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券   2,779   2,717  

(2）関係会社株式   4,932   4,790  

(3）出資金   8   0  

(4）長期貸付金   6   4  

(5) 関係会社長期貸付金 ※１  13,008   12,705  

(6）破産更生債権等   784   663  

(7）長期前払費用   34   29  

(8）差入保証金   1,058   1,063  

(9）繰延税金資産   525   67  

(10）その他   375   441  

   貸倒引当金   △784   △663  

投資その他の資産合計   22,727 29.3  21,820 27.4 

固定資産合計   27,464 35.4  26,767 33.6 

資産合計   77,685 100.0  79,620 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形 ※２  18,743   16,933  

２ 買掛金 ※２  5,374   4,995  

３ 短期借入金 ※２  1,730   1,590  

４ 一年以内償還予定社債   ―   500  

５ 一年以内返済予定長期
借入金 

   2,046   5,379  

６ 未払金 ※２  6,098   6,444  

７ 未払費用   2,050   2,541  

８ 未払法人税等   2,103   1,556  

９ 未払消費税等   808   ―  

10 前受金   217   311  

11 預り金   454   467  

12 設備関係未払金   76   133  

13 為替予約   1,263   ―  

14  繰延ヘッジ利益   ―   1,794  

15 その他   198   294  

流動負債合計   41,166 53.0  42,943 53.9 

 



  
第35期 

（平成16年12月20日） 
第36期 

（平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１ 社債    1,000   500  

２ 長期借入金    5,679   3,300  

３ 退職給付引当金   81   154  

４ その他   9   8  

固定負債合計   6,771 8.7  3,963 5.0 

負債合計   47,937 61.7  46,906 58.9 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  7,665 9.9  7,665 9.6 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  7,707   7,707   

資本剰余金合計   7,707 9.9  7,707 9.7 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  256   256   

２ 任意積立金        

   別途積立金  11,300   14,800   

３ 当期未処分利益  5,546   4,504   

利益剰余金合計   17,102 22.0  19,561 24.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  195 0.3  586 0.7 

Ⅴ 自己株式 ※４  △2,923 △3.8  △2,807 △3.5 

資本合計   29,747 38.3  32,713 41.1 

負債・資本合計   77,685 100.0  79,620 100.0 

         



②【損益計算書】 

  
第35期 

（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１ 一般売上高  142,296   154,239   

２ その他の営業収入  8,957 151,254 100.0 8,678 162,917 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 商品期首たな卸高  11,317   11,596   

２ 当期商品仕入高  69,629   76,502   

合計  80,947   88,098   

３ 他勘定振替高 ※１ 1,820   2,977   

４ 商品期末たな卸高  11,596 67,530 44.6 11,879 73,241 45.0 

売上総利益   83,723 55.4  89,676 55.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 広告宣伝費  21,940   24,118   

２ 運賃荷造費  5,895   372   

３ 販売促進費  5,869   7,420   

４ 貸倒引当金繰入額  510   420   

５ 給料  11,247   13,102   

６ 賞与  2,682   2,950   

７ 福利厚生費  1,829   2,177   

８ 通信費  1,217   1,266   

９ 賃借料  2,139   1,705   

10 保管・倉庫料  344   64   

11 減価償却費  734   821   

12 手数料  15,832   26,068   

13 電算費  396   101   

14 その他  2,602 73,241 48.4 2,526 83,116 51.0 

営業利益   10,482 7.0  6,559 4.0 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息 ※２ 110   211   

２ 受取配当金 ※２ 93   180   

３ 受取手数料   254   215   

４ 為替予約等評価益   ―   2,364   

５ 関係会社受取手数料 ※２ 82   ―   

６ 雑収入 ※２ 328 869 0.5 421 3,393 2.1 

 



  
第35期 

（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  150   116   

２ 商品評価損 ※１ 1,820   2,920   

３ 為替差損   578   ―   

４ 雑損失  174 2,725 1.8 177 3,215 2.0 

経常利益   8,626 5.7  6,737 4.1 

Ⅵ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※３ 0   8   

２ 投資有価証券売却益  5,596   ―   

３ 子会社清算益  ―   243   

４ 優先出資証券償還益  ―   82   

５ 営業補償金  ―   60   

６ その他  8 5,606 3.7 ― 395 0.3 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産売却損 ※４ 4,540   22   

２ 固定資産除却損 ※５ 69   238   

３ 商品廃棄損   ―   39   

４ その他  154 4,764 3.1 75 376 0.2 

税引前当期純利益   9,468 6.3  6,757 4.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 3,930   2,959   

法人税等調整額  260 4,191 2.8 △216 2,742 1.7 

当期純利益   5,277 3.5  4,014 2.5 

前期繰越利益   1,069   1,320  

自己株式処分差損   140   178  

中間配当額   660   651  

当期未処分利益   5,546   4,504  

         



③【利益処分計算書】 

  
第35期 

平成17年３月16日 
第36期 

平成18年３月15日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   5,546  4,504 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  654  655  

２ 役員賞与金 
（うち監査役賞与金） 

 
71 
(5) 

 
82 
(6) 

 

３ 任意積立金      

別途積立金  3,500 4,225 2,500 3,237 

Ⅲ 次期繰越利益   1,320  1,266 

       



重要な会計方針 

第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

       時価法 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

同左 

３ たな卸資産（商品）の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法 

３ たな卸資産（商品）の評価基準及び評価方法 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（付属設備を除く） 

定額法 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（付属設備を除く） 

同左 

その他 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

その他 

同左 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物             ２～49年 

建物付属設備         ２～13年 

建物             ２～49年 

建物付属設備         ２～15年 

(2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づいて

おります。  

(2）無形固定資産 

定額法 

同左 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性等を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 ホーム社員（女性販売員）の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

 



第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

６ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ 重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 為替予約等については、ヘッジ会計の要件を満た

しているため振当処理を採用しております。 

７ 重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 ヘッジ会計の要件を満たす為替予約等について

は、振当処理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約等取引 

ヘッジ対象：外貨建金銭債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3）ヘッジ方針 

 当社で規定された管理体制に基づき、為替リスク

をヘッジする目的で先物為替予約等を行っておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計とを

比率分析する方法により行っております。なお、当

事業年度末においては高い相関関係にあり、ヘッジ

は有効と判断しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 



表示方法の変更 

追加情報 

第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

     ─────────────────  (貸借対照表） 

  前事業年度までは独立科目で掲記していた「ソフト

ウェア」（当事業年度386百万円）は金額的重要性が低

くなったため、「その他」（当事業年度1百万円）を含

めて無形固定資産として表示することに変更いたしま

した。 

  

第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

     ───────────────── （法人事業税の外形標準課税制度） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割および資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が132百万円増加

し、営業利益および経常利益ならびに税引前当期純利

益が同額減少しております。 

   （為替予約等評価損益） 

 仕入予定取引の為替リスクのヘッジを目的とした長

期為替予約契約については、繰延ヘッジ処理を採用し

ておりましたが、当事業年度より長期為替予約契約が

増加し、重要性が増してきたことから、「包括的長期

為替予約のヘッジ会計に関する監査上の留意点」（日

本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報No.19）

に基づいて検討した結果、時価評価が適当であると認

められたものについて、当事業年度末より時価評価す

ることといたしました。この結果、経常利益および税

引前当期純利益はそれぞれ2,364百万円増加しておりま

す。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第35期 
（平成16年12月20日） 

第36期 
（平成17年12月20日） 

※１ 関係会社に対する資産 ※１ 関係会社に対する資産 

 受取手形及び売掛金 3,649百万円 

短期貸付金 90百万円 

貸付金 13,008百万円 

未収入金 6,566百万円 

立替金 1,360百万円 

 受取手形及び売掛金 4,326百万円 

短期貸付金 83百万円 

貸付金 12,705百万円 

未収入金 7,257百万円 

立替金 153百万円 

※２ 関係会社に対する負債 ※２ 関係会社に対する負債 

 支払手形及び買掛金 347百万円 

短期借入金 1,730百万円 

未払金 2,038百万円 

 支払手形及び買掛金 132百万円 

短期借入金 1,590百万円 

未払金 1,810百万円 

※３ 会社が発行する株式総数 ※３ 会社が発行する株式総数 

 普通株式 140,000,000株  普通株式 140,000,000株 

 発行済株式の種類及び総数  発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 54,306,332株  普通株式 54,306,332株 

※４ 自己株式の種類及び株式数 ※４ 自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 1,940,128株  普通株式 1,904,969株 

 ５ 保証債務 

 当社従業員の金融機関からの借入に対する保証 

予約                             48百万円 

 ５ 保証債務 

 当社従業員の金融機関からの借入に対する保証 

予約                             71百万円 

 ６ 配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が195百万

円増加しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

 ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,991百

万円であります。 

 



第35期 
（平成16年12月20日） 

第36期 
（平成17年12月20日） 

  

 ７ 当座貸越契約及びコミットメントライン契約 

    当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引金融機関12社と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これら契約に基

づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

内訳 

コミットメントライン 

タームローン 

当座貸越極度額及び貸出 

コミットメントの総額 
15,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 12,000百万円

総額 10,000百万円

借入実行残高 －  

差引額 10,000百万円

総額 5,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 2,000百万円



（損益計算書関係） 

第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

※１ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

 商品評価損 1,820百万円  商品評価損 2,920百万円 

その他 56百万円 

※２ 関係会社に対する収益 361百万円 ※２ 関係会社に対する収益 494百万円 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 建物 0百万円 

計 0百万円 

 建物 8百万円 

計 8百万円 

※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

 

上記はいずれも関係会社との取引によるものであ

ります。 

建物 2,590百万円 

土地 1,820百万円 

構築物 63百万円 

機械及び装置 39百万円 

ソフトウェア 20百万円 

工具器具及び備品 4百万円 

計 4,540百万円 

 

  

建物 15百万円 

土地 5百万円 

構築物 1百万円 

計 22百万円 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 建物 38百万円 

ソフトウェア 25百万円 

工具器具及び備品 4百万円 

構築物 1百万円 

計 69百万円 

 ソフトウェア 141百万円 

建物 58百万円 

工具器具及び備品 37百万円 

借地権 1百万円 

計 238百万円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年12月20日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成17年12月20日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額相

当額 

（百万円） 

 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

 

期末残高相

当額 

（百万円）

機械及び装置  4 2 1

工具器具及び

備品 
 973 660 312

ソフトウェア  290 226 63

合計  1,267 889 377

  

取得価額相

当額 

（百万円）

 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

 

期末残高相

当額 

（百万円）

       

工具器具及び

備品 
 845 697 147

ソフトウェア  160 139 20

合計  1,006 837 168

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 251百万円 

１年超 141百万円 

計 393百万円 

１年以内 125百万円 

１年超 49百万円 

計 175百万円 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 340百万円 

減価償却費相当額 326百万円 

支払利息相当額 16百万円 

支払リース料 261百万円 

減価償却費相当額 244百万円 

支払利息相当額 9百万円 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 



（税効果会計関係） 

第35期 
（平成16年12月20日） 

第36期 
（平成17年12月20日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）   

無形固定資産償却超過 267百万円 

子会社株式評価損 249百万円 

未払事業税 186百万円 

在庫評価損 139百万円 

役員退職慰労引当金 79百万円 

前払カタログ発送費  59百万円 

投資有価証券等評価損 58百万円 

電話加入権償却 49百万円 

退職給付引当金 33百万円 

その他 131百万円 

繰延税金資産合計 1,254百万円 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △133百万円 

繰延税金負債合計 △133百万円 

差引：繰延税金資産の純額 1,121百万円 

（繰延税金資産）   

在庫評価損 473百万円 

無形固定資産償却超過 307百万円 

未払事業税 132百万円 

役員退職慰労引当金 79百万円 

広告宣伝費未経過分  73百万円 

退職給付引当金 62百万円 

投資有価証券等評価損 58百万円 

電話加入権償却 49百万円 

未払経費 73百万円 

その他 161百万円 

繰延税金資産合計 1,471百万円 

（繰延税金負債）   

その他有価証券評価差額金 △400百万円 

繰延税金負債合計 △400百万円 

差引：繰延税金資産の純額 1,070百万円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、その差異発生原因についての記載を省略してお

ります。 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）   

追加納付分 1.8％ 

子会社合併に伴う認識分 1.4％ 

住民税均等割等 0.9％ 

交際費の永久損金不算入分 0.2％ 

その他 △0.7％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3％ 

 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算出上の基礎 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

１株当たり純資産額 566円70銭

１株当たり当期純利益    98円71銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    97円51銭

１株当たり純資産額  622円71銭

１株当たり当期純利益   75円19銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  74円79銭

第35期 
（自 平成15年12月21日 
至 平成16年12月20日） 

第36期 
（自 平成16年12月21日 
至 平成17年12月20日） 

１株当たり当期純利益  １株当たり当期純利益  

当期純利益 5,277百万円 当期純利益    4,014百万円 

普通株主に帰属しない金額  普通株主に帰属しない金額  

役員賞与金 71百万円 役員賞与金  82百万円 

普通株式に係る当期純利益 5,206百万円 普通株式に係る当期純利益    3,931百万円 

普通株式の期中平均株式数 52,743,096株 普通株式の期中平均株式数       52,284,398株 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
 

当期純利益調整額   －  当期純利益調整額  －   

（転換社債利息） （－） （転換社債利息） （－）  

（その他手数料等） （－） （その他手数料等） （－）  

普通株式増加数 649,422株 普通株式増加数       279,381株 

（新株引受権） （148,342株） （新株引受権） （32,839株）

（新株予約権） （501,080株） （新株予約権） （246,542株）

（転換社債）    （－） （転換社債）  （－）  

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

新株予約権１種類 

（新株予約権の数 

     11,210個）

概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。  

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

新株予約権３種類 

（新株予約権の数 

       28,290個）

概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状

況、(2)新株予約権等

の状況」に記載のとお

りであります。  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

 該当事項はございません。 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有価

証券 

株式会社りそなホールディングス 931 456 

株式会社みずほフィナンシャルグループ

（優先株式） 
300 300 

株式会社京都銀行 149,589 217 

株式会社オービービー 19,000 145 

株式会社インタースコープ 270 141 

株式会社王将フードサービス 69,300 122 

株式会社三菱UFJフィナンシャルグループ 69 115 

オイシックス株式会社  716 107 

株式会社ファーマフーズ  1,000 100 

大日本印刷株式会社  47,450 97 

その他26銘柄 592,908 487 

計 881,533 2,290 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有価

証券 

（証券投資信託受益証券）   

ニッセン・フューチャー１号 ベンチャー

支援ファンド 
1 83 

ニッセン・JAIC１号ベンチャー支援ファ

ンド 
1 80 

日興エボリューション 38,493,626 68 

世界好配当投信 48,234,414 57 

フィデリティ・中小型株・オープン 26,117,198 45 

その他５銘柄 76,894,916 90 

計 189,740,156 427 



【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物 3,627 212 279 3,559 2,119 147 1,440 

構築物 75 4 6 73 53 3 19 

機械及び装置 2 ― ― 2 1 0 0 

車輌及び運搬具 23 4 4 22 16 1 5 

工具器具及び備品 1,968 705 75 2,598 1,339 580 1,258 

土地 1,811 ― 5 1,805 ― ― 1,805 

建設仮勘定 ― 28 1 26 ― ― 26 

有形固定資産計 7,508 954 373 8,089 3,530 733 4,558 

無形固定資産 475 391 358 508 120 62 387 

長期前払費用 80 15 21 74 45 19 29 

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



【資本金等明細表】 

 注 １ 期末における自己株式数は1,904,969株であります。 

２ 任意積立金の増加の原因は、利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 7,665 ― ― 7,665 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 注１ （株） (54,306,332)      (―)      (―) (54,306,332) 

普通株式 （百万円） 7,665 ― ― 7,665 

計 （株） (54,306,332)      (―)      (―) (54,306,332) 

計 （百万円） 7,665 ― ― 7,665 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金 
（百万円） 7,707 ― ― 7,707 

計 （百万円） 7,707 ― ― 7,707 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （百万円） 256 ― ― 256 

（任意積立金） 注２ 

別途積立金 
（百万円） 11,300 3,500 ― 14,800 

計 （百万円） 11,556 3,500 ― 15,056 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 1,009 426 586 ― 849 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 45 

預金  

当座預金 3,514 

普通預金 1,106 

振替貯金 1,024 

別段預金 13 

定期預金 10 

預金計 5,668 

合計 5,713 

相手先 金額（百万円） 

株式会社セントラルファイナンス 780 

株式会社ジャックス 715 

株式会社オリエントコーポレーション 536 

株式会社クオーク 361 

株式会社オーエムエムジー 14 

合計 2,409 

期日 金額（百万円） 

平成18年１月度 553 

  〃  ２月度 500 

  〃  ３月度 551 

  〃  ４月度 429 

  〃  ５月度 303 

  〃  ６月度以降 70 

合計 2,409 



③ 売掛金 

(イ）事業別内訳 

（注）主な相手先別明細については、相手先が個人顧客でありその件数は1,030千件以上で、かつ１件当たりの金額が

少ないため記載を省略いたしました。 

(ロ）売掛金回収状況 

（注）消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 商品 

事業名 金額（百万円） 

通販事業 7,623 

現販事業 173 

合計 7,797 

前期末残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

× 100 

Ａ ＋ Ｄ 
───── 
２ 

────── 
Ｂ 

───── 
365 

9,185 171,063 172,452 7,797 95.7 18.1 

内訳 金額（百万円） 

通販事業  

衣料品 4,720 

家庭用品等 5,945 

計 10,665 

現販事業  

呉服 595 

宝石・貴金属 387 

アパレル・バッグ 75 

和装品 119 

その他 36 

計 1,214 

合計 11,879 



⑤ 前払費用 

   ⑥ 未収入金 

⑦ 関係会社未収入金 

⑧ 関係会社株式 

相手先 金額（百万円） 

カタログ制作関連費用 5,625 

販売促進関連費用 191 

前払保険料 40 

前払地代家賃 14 

その他 36 

合計 5,908 

相手先 金額（百万円） 

ヤマト運輸株式会社 406 

株式会社ジェーシービー 311 

日本信販株式会社 281 

株式会社セブンイレブン・ジャパン 270 

株式会社ローソン 230 

その他 4,310 

合計 5,810 

相手先 金額（百万円） 

ニッセン・ジー・イー・クレジット株式会社 6,820 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス 429 

その他 7 

合計 7,257 

相手先 金額（百万円） 

ニッセン・ジー・イー・クレジット株式会社 2,550 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス 1,939 

株式会社 ALBERT 96 

株式会社ニッセンシェイプファンデ 55 

その他 149 

合計 4,790 



⑨ 関係会社長期貸付金 

⑩ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

⑪ 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス 12,700 

その他 5 

合計 12,705 

相手先 金額（百万円） 

佐川印刷株式会社 1,085 

大日本印刷株式会社 603 

株式会社オービービー 462 

ウライ株式会社 417 

住金物産株式会社 343 

伊藤忠紙パルプ株式会社 330 

その他 13,690 

合計 16,933 

期日 金額（百万円） 

平成18年１月度 4,043 

  〃  ２月度 4,027 

  〃  ３月度 3,655 

  〃  ４月度 3,000 

  〃  ５月度 1,702 

  〃  ６月度以降 502 

合計 16,933 

相手先 金額（百万円） 

神戸税関ポートアイランド出張所 436 

名古屋税関西部出張所 192 

株式会社山善 169 

株式会社弘樹 142 

スパーク・エース・リミテッド 113 

その他 3,941 

合計 4,995 



⑫ 未払金 

⑬ 一年以内返済予定長期借入金 

 (注) 株式会社東京三菱銀行と株式会社UFJ銀行は平成18年1月1日をもって合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行と 

      なっております。 

⑭ 長期借入金 

  (注) 株式会社東京三菱銀行と株式会社UFJ銀行は平成18年1月1日をもって合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行と 

       なっております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

株式会社ニッセン・ロジスティクス・サービス  1,796 

ヤマト運輸株式会社 582 

佐川印刷株式会社 253 

日本ユニシス株式会社 205 

株式会社ジェイティービー 79 

その他 3,526 

合計 6,444 

相手先 金額（百万円） 

株式会社京都銀行 2,189 

株式会社りそな銀行 1,190 

株式会社三菱東京UFJ銀行 692 

株式会社みずほ銀行 657 

株式会社福井銀行 600 

その他 51 

合計 5,379 

相手先 金額（百万円） 

株式会社りそな銀行 900 

株式会社京都銀行 600 

株式会社みずほ銀行 300 

株式会社三菱東京UFJ銀行 300 

日本生命保険相互会社 300 

その他 900 

合計 3,300 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 12月20日 

定時株主総会 毎年12月21日から３ヶ月以内 

基準日 12月20日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ６月20日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪支店 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪支店 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年12月20日現在の単元株（100株）以上所有の株主には、ニッセンコレ

クティブカタログを年５回送付。 

毎年12月20日現在及び６月20日現在の100株以上500株未満の所有の株主

には１千円の当社買物券、500株以上1,000株未満の所有の株主には２千

円の当社買物券、1,000株以上所有の株主には、当社が選定した５千円相

当の当社取扱い商品群等（当社買物券を含む）の中から株主様に選択い

ただいた１点を贈呈。（贈呈時期は４月と９月） 



第７【提出会社の参考情報】 

 １【提出会社の親会社等の情報】 

          当社は、親会社等はありません。 

 ２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）自己株券買付状況報告書 

 平成17年１月12日、平成17年２月10日、平成17年３月７日、平成17年４月７日、平成16年５月10日、 

 平成17年６月10日、平成17年７月11日、平成17年８月５日、平成17年９月６日、平成17年10月７日、 

 平成17年11月11日、平成17年12月12日、平成18年１月13日、平成18年２月14日、平成18年３月15日関東財務 

局長に提出。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第35期）（自 平成15年12月21日 至 平成16年12月20日）平成17年３月17日関東財務局長に提

出。 

(3）有価証券届出書及びその添付書類 

  ストックオプション制度に伴う新株予約権発行  

 平成17年３月28日関東財務局長に提出。 

(4）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年３月28日に提出した有価証券届出書に係る訂正届出書 

 平成17年４月７日関東財務局長に提出。 

(5）半期報告書 

 （第36期中）（自 平成16年12月21日 至 平成17年６月20日）平成17年９月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年３月16日

株式会社ニッセン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 神本 満男  印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 野田 弘一  印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 市田 龍   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッセンの平成15年12月21日から平成16年12月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ニッセン及び連結子会社の平成16年12月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年３月15日

株式会社ニッセン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神本 満男  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野田 弘一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 市田 龍   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッセンの平成16年12月21日から平成17年12月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ニッセン及び連結子会社の平成17年12月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成17年３月16日

株式会社ニッセン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 神本 満男  印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 野田 弘一  印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 市田 龍   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッセンの平成15年12月21日から平成16年12月20日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ニッセンの平成16年12月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年３月15日

株式会社ニッセン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 神本 満男  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 野田 弘一  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 市田 龍   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ニッセンの平成16年12月21日から平成17年12月20日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ニッセンの平成17年12月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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